
1 

足立区男女共同参画推進委員会会議概要 

会 議 名 令和２年度 第３回 足立区男女共同参画推進委員会 

事 務 局 地域のちから推進部区民参画推進課 

開催年月日 令和２年９月２４日（木） 

開 催 時 間 午後２時００分 ～ 午後４時０３分 

開 催 場 所 Ｌ．ソフィア ３階 第３・４学習室 

出 席 者 

【委員】 

石阪 督規 委員長 高祖 常子 副委員長 内藤  忍 委員 

片野 和惠 委員 野田 睦子 委員 保田 昌徳 委員 

小川 節子 委員 添田 雅子 委員 田中 孝子 委員 

上野須美代 委員 猪野 純子 委員 亀田 彩子 委員 

【ヒアリング担当】 

渡邉 勇 中部第二福祉課長 

檜山 守浩 総合相談係長 田渕 聡子 総合相談係主任 

高橋 徹 こども家庭支援課長 多田 倫子 家庭支援第二係長 

【事務局】 

寺島 光大 区民参画推進課長 

明石 光人 男女共同参画推進係長 前川 男女共同参画推進主任 

【傍聴者】２名 

会 議 次 第 １ 前回（８／３１開催）委員会のふりかえり 

２ 庁内事業進捗状況等に関する担当所管課ヒアリング 

  （１）ＤＶ被害者への支援体制の充実 

     中部第二福祉課・こども家庭支援課・区民参画推進課 

  （２）ワーク・ライフ・バランス推進認定制度 

     区民参画推進課 
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３ 重要課題に関する自由討議・意見交換 

４ 次回（１０／２６）議事内容について 

 （１）重要課題に関する自由討議・意見交換 

 （２）年次報告書作成に向けた提言 

５ 事務連絡 

 

資 料 

 

・資料１：令和２年度第３回男女共同参画推進委員会（８／３１）の 

     要点 

・その他１：令和２年度第２回男女共同参画推進委員会（８／３１） 

      議事録 

・その他２：男女参画プラザ講座チラシ等 

 

そ の 他 

 

・中部第二福祉課、こども家庭支援課、区民参画推進課提供資料 

 



3 

（審議経過） 

１ 前回（８／31開催）委員会のふりかえり 

（寺島課長） 

 皆さん、こんにちは。 

 それでは、定刻になりましたので、ただい

まより令和２年度第３回目、足立区男女共同

参画推進委員会を開催させていただきます。 

 私は、区民参画推進課長の寺島でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 まず、当委員会でございますけれども、本

日、今10名の委員の皆様にご出席をいただい

ております。男女共同参画推進委員会規則第

４条におきまして、半数以上の委員のご出席

をもって成立するとされてございますので、

有効に成立しておりますことを、まずご報告

いたします。 

 続きまして、同規則第５条によりまして、

当委員会は公開の委員会となっております。

皆様のご発言につきましては、後ほどご確認

をいただいた上で、ホームページ等で公開を

させていただきたいと思っておりますので、

ご了承くださいませ。 

 また、本日、傍聴人の方もお見えになって

おりますので、ご承知おきをいただければと

思います。 

 それではまず、お手元資料の確認を事務局

からさせていただきます。 

（明石係長） 

 区民参画推進課の明石と申します。本日は

よろしくお願いいたします。 

 皆様のお手元にございます資料の確認を

いたします。 

 まず、こちらの次第がございます。資料１

として、令和２年度第３回男女共同参画推進

委員会の要点という１枚ペラの資料がござ

います。すみません。「令和元年度」と書い

てあるんですけど、「令和２年度」というふ

うに訂正していただいてもよろしいでしょ

うか。 

 前回の第２回男女共同参画推進委員会の

議事録が冊子としてございます。こちらは10

月１日をめどに、足立区公式ホームページの

ほうに掲載させていただきますので、よろし

くお願いいたします。 

 ３枚ほどチラシ、足立区男女参画プラザの

講座のご紹介として、３枚ほどチラシが入っ

ておりますので、後ほどご確認いただければ

と思います。 

 そのほかの資料といたしましては、今日の

ヒアリング用の資料になります。今日は、中

部第二福祉課さんと、こども家庭支援課さん

のほうにお越しいただきまして、区民参画推

進課と３課でヒアリングを行っております

ので、その他、もろもろの資料となります。

こちらのほうもご確認ください。 

 以上で、資料の確認を終わります。 

（寺島課長） 

 それでは、次第に沿いまして、まず、１番

のところでございます。 

 前回委員会のふりかえりをごく簡単にさ

せていただきます。資料の１をご確認いただ

ければと思います。 

 前回、第２回の委員会の中では、今年度の

重要課題についてご議論いただきまして、決

定をしていただいたところでございます。１

つ目につきましては、計画の施策体系でいい

ますと、体系のⅢ－２に当たりますＤＶ被害

者の支援体制の充実というところで、まず１

つ。 

 もう１点目といたしましては、施策体系の

Ⅰ－１、ワーク・ライフ・バランスの推進と

いうところで、この２点について重要課題と

して選出をいただいたところでございます。

いずれにいたしましても、このコロナ禍にお

ける影響がどの程度あるのかといったとこ

ろと、今後に向けてどうしていったらいいの

様式第２号（第３条関係） 
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かというところから、そういった視点で、こ

ちらを選んでいただいたといったことにな

ると思います。 

 本日24日にヒアリングを行うというとこ

ろも決定をしていただきました。所管課につ

きましては、最初のＤＶ被害者への支援体制

の充実については、担当所管としては中部第

二福祉課とこども家庭支援課、区民参画推進

課の３課から、以下の項目について聞き取り

を行うことになっております。 

 ２つ目のワーク・ライフ・バランスの推進

につきましては、区民参画推進課からヒアリ

ングを行うという形で、決定をしていただい

たところになります。 

 本日につきましては、前回の決定内容に従

いまして、所管担当課のヒアリングを行うと

いうことになります。 

 

２ 庁内事業進捗状況等に関する担当所管

課ヒアリング 

 （１）ＤＶ被害者への支援体制の充実 

 （２）ワーク・ライフ・バランス推進認定

制度 

（寺島課長） 

 では、早速ヒアリングのほうに入ってまい

りますが、この後の進行につきましては、石

阪委員長のほうにお任せをしたいと思いま

すので、よろしくお願いをいたします。 

（石阪委員長） 

 改めまして、よろしくお願いします。 

 本日ですけれども、所管課の皆さんにお越

しいただきましたので、まず、事項の２番目

のところですね。庁内の事業進捗状況のヒア

リングということで、今回は、前回お話しい

ただいたとおり、ＤＶ被害者への支援体制の

充実、ここが皆様からの関心が非常に高かっ

たということもありますので、今日いろいろ

資料もご用意いただいて、そして実質はもち

ろんですけれども、コロナの後と前でどう変

わったのかというところ、これは実際の数字

だけではなくて、恐らく相談の内容、ケース

なんかにも恐らく反映されていると思いま

すので、その辺りもお伺いできればと思いま

すし、また、委員の皆さんからも出たのは、

連絡とか周知の体制であったりとか支援の

在り方、そこまで少し、実際にどうなってい

るのかということを、恐らく区民の皆さん、

なかなか支援の体制というのを実際に把握

する機会もないと思いますので、その辺りを

解説していただけるといいのかなと思いま

す。 

 前半がこういう形で行われて、一旦ここで

休憩を挟みます。そして、後半は、区民参画

推進課から、ワーク・ライフ・バランスの推

進企業の説明をいただくということになっ

ていますので、ご協力のほどよろしくお願い

いたします。 

 それでは、事項書の２番目の（１）ですね。

まず進め方として、中部第二福祉課から説明

をいただいて、その後、こども家庭支援課、

そして区民参画推進課と、まずは説明を３課

からやっていただいて、その後、質疑応答ま

とめてしていくという形にしたいと思いま

すので、皆さんもまずお話を伺って、ご質問、

あるいは感想等を、その後いただければと思

います。 

 それでは、早速ですけれども、よろしくお

願いいたします。 

（渡邉課長） 

 中部第二福祉課の渡邉でございます。よろ

しくお願いします。座って、ご説明をさせて

いただきます。 

 お手元の令和２年度第２回男女共同参画

推進委員会、担当所管課ヒアリングシートの

中に、（１）ＤＶ相談件数に関する統計資料、

Ａ４横のクリップ留めになっているものを
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ご覧いただきたいと思います。 

 まず、ＤＶの相談件数についてでございま

すけれども、過去３年間と今年７月の実人数

を挙げております。実人数と延べ相談件数で

すけれども、年度でいえば上がったり、下が

ったりというようなことが見てとれるかと

思います。今年７月末で57が実人数となって

います。本当は去年のと対比したかったんで

すけれども、数字がなかったものですから、

すみません、ご勘弁ください。ただ、体感と

しては、よく虐待とかが増えているとかいう

話も新聞報道でされていますけれども、あま

りＤＶについては、そんなに増減はなかった

かなというのは、私どもの課だけの話ですけ

れども、そのような状況でございます。 

 （２）でございます。支援体制の課題とい

うことになりますけれども、私どもやってい

て、まずＤＶ被害者の方が18歳未満であれば、

児童相談所等で一時保護とか様々ができま

す。ただ、20歳以上であれば、大人ですので、

女性センターとかいろいろシェルター、また

は保護施設とか、そういったところが利用で

きるんですけれども、18歳から20歳未満まで

の方、ここはちょうどすっぱり間が空いてい

て、例えばその間の方が、シェルターとかで

一時保護した場合、その後の行先が、例えば

アパートを借りるとしても、大人としては見

なされないので、契約がなかなかできないと

いうようなこともありまして、そういった方

をどこに一時保護という形で支援をするの

かという場所の確保が、まず課題というふう

に思っております。 

 それから２つ目、即時利用可能なシェルタ

ー・居場所が少ないということで、私どもは

まず、東京都の女性相談センター、ここを一

番に考えているところなんです。体制もきち

んと整備されていますし。ただ、やはり足立

区からだと若干遠いというのがありますの

で、私ども急にシェルターに入れなきゃいけ

ないというようなときに、タクシーを使った

りとか、いろいろな手段で行くんですけれど

も、もう少し都内で近いところにあると非常

に運用面でもありがたいかなというふうに

思っているところでございます。 

 あと３つ目が、心理的精神的な支援という

ことになります。実は私ども福祉事務所のほ

うには相談員はいるんですけれども、事務職

であったりとか、それからあと福祉職という

ような者が担っているところでございます

が、心理的なケアが必要な場合というのも

多々多いものです。そういった場合に、そう

いった専門の職員がいませんので、やはり女

性センターとか、そういった専門機関に頼ら

ざるを得ないというところが１つ課題なの

かなと思っております。 

 あと警察との協力関係なんですけれども、

裏面にもありますとおり、警察とかとはいろ

いろ日々連携をしながら取り組んでいると

ころです。ですので、そういった点、全体的

には円滑にいってはいるんですけれども、１

つ申し上げるとすれば、一時避難をして、避

難をしたんだけれども、荷物がそのまま家に

置いてあるといった場合に、やはり１回家に

戻って、荷物を取りに行きたいというような

ご要望が結構あるんですけれども、その場合

には、警察の方からすると、安全面からする

と、そういったＤＶの加害者がいるところに

戻るのはいかがなものかということで、なか

なか避難されている方と警察との相反する

というような課題があろうと思っておりま

す。 

 あとは本人の希望との折り合いですけれ

ども、例えば避難はしないんだけれども、や

はり精神的な不安とか悩みがあって、相談を

できるだけしたいというような方とかいろ

いろいらっしゃいますが、なかなかそういう
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頻回に相談してくる方に対応できるだけの

体制が私どもとしては厳しいと。同じ方を求

めるんですね。結局、空いている人だったら

誰でもいいというんだったらいいんですけ

れども、やはり一度説明をして、また違う方

に同じことを説明をしたくない。私どもは記

録できちんと取っているので、そんなことは

問題ないんですけれども、やはりお話しする

ほうからすると、同じ方がいいとかというこ

とになるのは、なかなか課題としてはあるか

なというふうに思っております。 

 裏面にいきます。 

 相談方法ですけれども、私ども、来所した

方とか、電話とかというような場合がありま

すけれども、中には相談される方から、やは

り今ＳＮＳとか、そういったものを活用した

相談があったらありがたいというような話

もあります。というようなところが課題でご

ざいます。 

 あとは、トラブルについては後ほどの事例

になります。 

 それから周知方法については、こちらに記

載のとおり、「あだち広報」とか、庁内の推

進委員会とか、いろいろな機会をもって行っ

ております。 

 警察との連携についても、こちらに記載の

とおりでございます。 

 次のページのトラブルケースについてと

いうことで、２つほど事例を挙げさせていた

だきました。 

 ケース１番目については、お子さんが４人

いる方なんですけれども、一度、女性センタ

ーのほうに行って、すぐ出てきちゃう。また

相談に来て、また行って、すぐ出てきちゃう

というようなことが、かなり繰り返しあった

ような方が、まず第１事例目でございます。 

 ２例目ですけれども、２例目の方について

は、妊娠初期で夫からＤＶがあって、相談が

あったということでございますけれども、こ

の方については、やはり妊娠の時期というこ

ともあって、精神的な不安がかなりあったか

と思います。そういったところで、私どもと

してはもうちょっと心理的な、それこそケア

ができれば、もう少しよい支援ができたのか

なというふうに思ったようなことでござい

ます。 

 私からは以上でございます。 

（石阪委員長） 

 じゃ、質問については、また後ほどという

ことで、続けて、こども家庭支援課さん。 

（高橋課長） 

 こども家庭支援課長高橋でございます。座

らせて、説明させていただきます。 

 こども家庭支援課のヒアリングシートを

ご覧いただければと思います。 

 （１）児童虐待に関する通報件数等の統計

でございます。表記の数字のとおりで、増加

傾向にあるというところでございます。参考

なんですが、先ほど配らせていただいたクリ

ップ留めの資料、グラフの資料をご覧いただ

ければというふうに思います。 

 上のグラフが、30年、31年、令和２年２月

の児童虐待の通告件数です。その隣、３月の

30年、31年、令和２年の児童虐待の件数とい

うようなところで、このグラフをご覧いただ

ければと思います。緊急事態宣言の４月、５

月ですが、圧倒的に数字が減っているという

ようなところがございます。 

 ちょっと振り返りますと、昨年なんですが、

昨年の４月とかというのは、実は野田の事件

があった頃だったんですね。その一昨年につ

いては、目黒区の結愛ちゃん事件があったと

いうようなところで、その関係で当時かなり

件数は増えていたところに加えて、今回コロ

ナで通告、いわゆる学校とか保育園が休みだ

った関係で、そこからの通告が大きく減った。
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保健センターも研修をやらなかったという

ようなことがあって、通告が減ったというよ

うなところを示させていただいています。 

 下が緊急事態宣言解除後でございます。解

除後なんですが、例年に並ぶような数字に伸

びつつあるというような状況を示させてい

ただいております。 

 続きまして、現在の支援体制の課題でござ

います。私どもこども家庭支援、養育者につ

いての課題がまだあるところでございまし

て、特に私たち、一番課題に感じているのが

精神疾患、メンタル的な不調の家庭でござい

ます。お子さんを育てる上でも、メンタル面

で課題があるというところでございます。 

 特にここに書かせていただいている事例

は病識のない方。病識がない。裏を返すと、

周りの方々は、みんな、ちょっとこの方、病

気じゃないのかなと思っていても、精神につ

いてはご本人が病識がないと、自ら病院にも

行かないというようなところで、なかなか治

らない。みんなはやきもきするんだけど、じ

ゃ、誰が言うのって、誰が本人に話すのとい

うあたりが、やっぱり関係性のところから課

題になっていくような事例というところで

ございます。 

 ２点目の丸、区をまたがる支援の課題。先

ほど中部第二福祉課からも話が出ましたよ

うに、シェルターに行ったりする場合、シェ

ルターって、大体区内にございません。とす

ると、逃げる場合、大体他区に行ったりする

と、当然お子さんが小学校、あるいは保育園、

幼稚園に行っていれば、そこに対しての支援

をしていかなきゃいけない。転校手続等々し

ていかなきゃいけない。保育園だったら、入

園するように誘導していかなきゃいけない。

私たち、区内、ＤＶの関係でいくと、区外で

支援に入らなきゃいけないような場合があ

る。自治体によっては、そこのこども家庭支

援センターがやっていただける自治体もあ

るんですが、基本的には生活保護が足立区で

かかっていたりする場合には、足立区のこど

も家庭支援センターが対応しなきゃいけな

い。なおかつ区外だと時間もかかるというよ

うな課題もあるというところでございます。 

 裏面にいかせていただいて、実際に発生し

たトラブルケースの状況でございます。これ

は父から母へのＤＶ、あと、当然それも伴う、

夫婦のいわゆるＤＶの状況を子どもが見て

いるわけです。子どもからしたら心理的虐待

というような事例でございます。 

 長年にわたる父からのＤＶと虐待で、こど

も家庭支援課のほうにも相談があったんで

すが、この事例は、福祉課さんのほうに入っ

ていただいて、ほかの区の宿所提供施設のほ

うに、妻とお子さん二人で逃げたというよう

な事例です。ただ、上のお子さんなんですが、

ちょっと発達障がいというか、ＡＤＨＤ、多

動傾向等があってということと、あと、割と

ちょっと不登校ぎみなところもあってとい

うような課題が重なっていると。お母さん自

身も、逃げたストレス、プラスお子さんの養

育に関するストレス等で、かなりメンタル的

にもダウンしてきてというような事例でご

ざいました。 

 実際のところなんですが、お子さんは引っ

越した先でも少しなじめなかったところも

あり、お母さんからしてもちょっと手に負え

なくなりで、最終的にはゲームセンターにい

るところを警察で保護されて、児童相談所の

施設のほうに入ってってというようなとこ

ろで、お母さんと上の小４の女の子で今、ま

あまあ安定した生活を取り戻しつつあるん

だけれども、ちょっとメンタル的なところで

ダメージを受けてというような、次に継続し

ています。 

 なお、この事例について、もう一つの状況
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なんですが、父親、割と、その追っかけてい

た事例がありまして、そういう場合というの

は、私たちは余り関わっていたことをオープ

ンにはしていないんですが、私たちが関わっ

ていたことを知られちゃいまして、情報公開

請求を受けたりして、私たちの記録の開示

等々をされてというようなこともあったよ

うな事例でございます。 

 今はほかの区で、一定程度安定した生活を

送っているというような状況でございます。 

 ４点目、相談窓口のＰＲ・周知についてで

ございます。私どものこども家庭支援なんで

すが、児童虐待で、お母さんとかお父さんか

ら、私、子どもを虐待しちゃうんですけどと

いう相談は、大体本人が意識しているわけな

んで、そんなに重くならない傾向があり、逆

に、私たちの窓口というのは、関係機関から、

学校なり保育園なり、子どもさんを常に見て

いる機関からの通告というか、連絡、相談が

多くなってまいります。 

 なので私たちのところでは、その関係機関

向けの周知というのを繰り返えしさせてい

ただいております。これは４年前に作成、当

時の課長、実は渡邉課長なんですが、作成し

たものでございます。これは、関係機関向け

にこういうことに気づいてくださいという

ような、気づいたときにはこども家庭支援の

ほうに連絡をくださいというような形でや

っておりまして、これは主には、区民向けと

いうよりは関係機関向けという形で対応し

ておりますので、その関係機関に配っている

というところです。 

 その関係機関ですが、最後の（５）のとこ

ろでございます。（５）のところ、警察等官

公庁とどのように連携しているかというよ

うなところなんですが、要保護児童対策地域

協議会というものが、いわゆる子どもの支援

のネットワークがありまして、そこのネット

ワークの機関に、これを繰り返し周知しなが

ら対応しているというところです。この中に

警察も入っております。 

 最後に、警察との連携というところについ

てですが、最後の丸、区内４警察署となんで

すが、昨年12月に、児童虐待に関する情報共

有の協定ということで、双方が知り得た情報

については共有しながら、適切な支援につな

げていきましょうというような趣旨の協定

を結んでいるところでございます。 

 長くなりましたが、概要は以上でございま

す。 

（石阪委員長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、引き続きですけれども、よろし

くお願いします。 

（寺島課長） 

 区民参画推進課からも簡単にご説明をさ

せていただきます。 

 ヒアリングシートをご覧ください。 

 区民参画推進課では、女性相談を行ってお

ります。女性相談といいますと、要はＤＶだ

けに限りませんで、女性に関わる様々なご相

談、夫婦間の問題だったりとか、あとお子さ

んとの関わりが問題があったり、そういった

幅広いご相談を、女性相談として受けており

ます。その中でＤＶに関連するものも幾つか

ありますよというところになります。 

 （１）にお示しさせていただいたのが、そ

のＤＶの関連の相談件数を抜き出したもの

ということになっております。見ていただけ

れば、こちらの数字も上下はあるんですけれ

ども、急にここのところ増えてきたとかとい

うような傾向は、この相談件数の中では見受

けられないのかなというふうに思っている

ところです。 

 実際には様々な相談を受ける中での課題

ということになりますけれども、言葉の通じ
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ない外国籍の方からの相談というのもまれ

にあるわけなんですけれども、そういった方

の場合、通訳の方を見つけるのが難しいとい

うようなことがありますので、現状では、相

談に来られる方が日本語の分かる方の知り

合いを連れてきて、間に入っていただいて対

応したりというようなこともやらせていた

だいております。 

 あと、相談の受付のところなんですけれど

も、基本的には電話で予約を受けて、あとは

面談をしてという形なんですけれども、ｅメ

ールでの相談体制というのが今できており

ません。先ほども、今後ＳＮＳでの相談の対

応とかが課題になってきますねというよう

なこともありますけれども、こちらもやはり

同様にそういったところの課題があるのか

なというふうに思っております。 

 あと、ＤＶ関係で緊急性が高い方がお見え

になったときでも、基本的にはこの区民参画

の女性相談は、一番最初の相談窓口としての

機能、そのまま直接そこで保護とかいうこと

はできませんので、区内、福祉課とかに連携

をしたりとかしながら、対応しているといっ

た状況になります。 

 トラブルケースにつきましてですけれど

も、ここは一時窓口としての女性相談ですの

で、特に特段トラブルとなるようなものは、

今のところ発生しておりません。 

 相談窓口のＰＲ、周知ですけれども、参考

で資料として、幾つかチラシですとかリーフ

レットの類い、こういったものをつけさせて

いただいております。女性相談、男性相談、

男性のＤＶ相談も受けています。そういった

もののチラシですとか、ＤＶのリーフレット

や、中高生向けのデートＤＶのチラシ、リー

フレットをつくって、配布をして周知をして

いるといったところになります。できるだけ

いろんなところに配って、目に触れて、相談

のきっかけになってくれたらいいのかなと

いうふうに思っております。 

 警察等官公庁との連携という形になりま

すけれども、連絡会議を年２回持っておりま

す。こちらは区内４警察署が参加しておりま

すので、その場で顔つなぎ等、ふだんあとは

疑問に思っていること、課題になっているこ

となどを、その会議を使って連携を図ってい

るといった形になります。 

 連絡体制については以上になります。ごく

簡単ですが、区民参画推進課で行っている女

性相談の関係につきましては、以上になりま

す。 

（石阪委員長） 

 ありがとうございます。ちなみに、この３

課というのは連携はされているんでしょう

か。例えば相談からまず入っていって、そこ

からどちらかに行くというようなケースに

なるのか、それともこれ、どうやって…… 

（寺島課長） 

 先ほど申し上げたように、例えば女性相談。 

（石阪委員長） 

 まず一時相談という形で、結構そういう。 

（寺島課長） 

 受けたときに、その適切な関係所管につな

ぐというような役割。 

（石阪委員長） 

 役割としてそういう役割ですね。 

（寺島課長） 

 はい。 

（石阪委員長） 

 実際に受入れはむしろそれぞれの福祉の

ほうと、こども家庭のほうで受け入れるとい

う。それは最後まで一応面倒を見る形になる

ということですね、そうすると。それぞれの

所管課で。 

（高橋課長） 

 例えばＤＶだとしても、例えば夫婦間のＤ
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Ｖを、子どもが見ただけで、それがある意味

心理的虐待になりますので、そういったとこ

ろについてで、なおかつ重篤でないもの、例

えば逃げるとか、そういうような相談に至ら

ないようなものについては、私たちだけで対

応しているというような事例はございます。 

（石阪委員長） 

 ちなみに、中部第二福祉課さんは、この課

は２つあるというのは、こっちは子どもメイ

ンで、こちらはどちらかというと配偶者間と

かも含むということなんですか、それとも子

どもからの案件は全部こちらが、ということ

ではない。 

（渡邉課長） 

 ではないです。こちらはお金のことも対応

できますので、それも含めてという形になり

ます。 

（石阪委員長） 

 むしろ、今日は中部第二福祉課さんが来て

いただいていますけれども、恐らくエリアで

分かれているということですかね。 

（渡邉課長） 

 そうです、はい。 

（石阪委員長） 

 そうすると、住んでいらっしゃるところの

それぞれの福祉課のところに行くという、そ

ういうイメージですね。 

（渡邉課長） 

 そうです。６か所ありますので。 

（石阪委員長） 

 こちらは１か所。 

（高橋課長） 

 １か所です。全区。 

（石阪委員長） 

 全区担当と。 

（高橋課長） 

 はい。 

（石阪委員長） 

 そういうことなんですね。 

 では、ここから質問を受けたいと思うんで

すけれども、恐らく３課の係というのは非常

に分かりづらかったというのはもちろんあ

ったんですが、今ので大体、地区ごとにある

程度張りついているんで、福祉のほうはどち

らかというとまずそこに、自分の地区のとこ

ろに相談に行くというケースが多いのかな。 

（渡邉課長） 

 そうです。 

（石阪委員長） 

 恐らく子どもが絡むケースや、かなり保護

が必要な場合は、場合によってはこちらのほ

うに行ってということ。 

 それからケースもお話しいただきました

けれども、かなり遠いところに施設がある場

合は、一応足立区としては、そこまで責任を

持ってやらざるを得えないということなん

ですね。お任せするわけにはいかなくて、ど

うなんでしょう。 

（渡邉課長） 

 それは東京都女性相談センターに事前に

予約をして、行って、それでまた戻るときも

連携を取って戻るという感じになります。 

（石阪委員長） 

 それから、その後のことということも含め

て支援をするわけですね。そうするとね。 

（渡邉課長） 

 そうです、はい。 

（石阪委員長） 

 場合によっては向こうのほうに行くとい

うことは、学校の転校だとか、そういう手続

も一応足立区でするということになるわけ

ですね、そうすると。 

（渡邉課長） 

 そうですね、お手伝いをして。 

（石阪委員長） 

 そういうことになりますね。 
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 ちょっと伺ってみたいと思いますが、委員

の皆さん、いかがでしょうか。 

 高祖さんから、何か質問があります。 

（高祖委員） 

 幾つかあるんですけれども、取りあえずＤ

Ｖのところで、トラブルの事例を２つ出して

くださっていますけれども。これ両方とも東

京都の女性相談センターのシェルターにと

いうことでしたが、シェルターに行く人数的

なものというか、年間で、どのくらいなんで

すか。何かいつも東京都の副都心のほうまで

行かなきゃいけなくて、例えば足立区なのか、

何か近くにそういうシェルターがあったほ

うが良いという考え方もあるのかななんて

思ったんですけど。 

（渡邉課長） 

 足立区内だと逆に近過ぎちゃって、よくな

いというのはあるんですね。 

（高橋課長） 

 すぐ分かっちゃって。 

（渡邉課長） 

 そうです。来られちゃうと厳しいので、で

すから。ただ、副都心だと、我がままなのか

もしれないけれども、ちょっとその辺のこと

が。 

（田渕主任） 

 中部第二福祉課相談員の田渕と申します。

私どものほうで、一義的にはまずシェルター

をご案内いたします。というのも、シェルタ

ーが一番安全だからなんですね。まずＧＰＳ

がついている可能性がある携帯電話を切っ

ていただいて、ほかの方が容易に入ってこら

れないセキュリティの高いのがシェルター

ですから、追跡の危険が高かったりですと、

本人のおびえが非常に高い場合というとき

は、まずシェルターをご案内いたします。 

 もし、ご本人がある程度落ち着いていらっ

しゃって、親族に連絡が取れないのは困りま

すというようなご事情がおありになるよう

であれば、追跡の危険がないことを確認した

上ではございますけれども、宿所提供施設、

宿泊所など、足立区から１つか２つ区を置い

たところの仮のおうちに住んでいただくと

いうことも対応しております。 

（高祖委員） 

 何かさっきお話の中で、ちょっと遠いので

大変という話があったので。でも、ご担当の

方は大変だけど、逆に遠くじゃないと、安全

が確保できないということもあるので、そこ

は致し方ない。 

（田渕主任） 

 そうですね。お連れするときに、やっぱり

小さいお子さんとかですと疲れちゃいます

ので、タクシーが使えれば一番いいんですけ

れども、生活保護になればタクシーを利用で

きることもあるのですが、ご本人様の資力を

使っていただく場合にタクシー代が１万円

近くかかってしまうこともあって、容易に、

じゃ、タクシーで行きましょうというわけに

もいかないので、そこのところですね。 

（石阪委員長） 

 23区にはそこだけしかないの。 

（田渕主任） 

 そうです。東京都が、はい、ご用意してい

るものは。 

（石阪委員長） 

 じゃ、例えば副都心の方も、その副都心。 

（田渕主任） 

 そうです。ただ、そこから先、さらに委託

先をお持ちなので、委託先の婦人保護施設な

ので対応することもできますから、その方の

ご状況に応じて調整はしています。 

（石阪委員長） 

 何か１か所では少ないような気がします

ね。じゃ、多摩地域も副都心になるんですね、

そうすると。 
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（田渕主任） 

 いえ、多摩地域は多摩地域で、また別に施

設があります。 

（石阪委員長） 

 そうなんですか。ちなみに、そこは定員み

たいなのはあるんですか。これ以上受けられ

ませんみたいな。 

（田渕主任） 

 そうですね。定員はございます。 

（石阪委員長） 

 ということは、緊急性があって行っても、

行ってもというか、連絡を取っても駄目とい

うケースも場合によっては。 

（田渕主任） 

 ございます。そういうことにはならないよ

うに、基本的に東京都のほうで調整をして、

委託先の範囲ですとか、あとは場合によって

は面接室に寝ていただいたりとかというこ

とでも対応しています。 

（石阪委員長） 

 ちなみに、実感としてキャパは足りていま

すか。それとも本音を言うともう少し増やし

てほしいという。 

（田渕主任） 

 そうですね。ただ、その時々によりますの

で、何とも言えないです。昨日まで満杯だっ

たのに、次の日がらがらですということもあ

りますので。 

（石阪委員長） 

 そういうこともあり得るんですね。 

（高祖委員） 

 もし、だから本当に必要な方がすぐ入れな

いような状況になれば、都にお願いするので

しょうか。区でつくっても近くて仕方がない

んだったらあれなんですけれども、何かそう

いう、やっぱり一時保護所だったり児童養護

施設も結構満杯というような話もちょっと

聞いたりするので、そこの受皿がちゃんとあ

る方が安心にもつながるのかなと思ってい

ます。 

（石阪委員長） 

 例えば、児相なんかは定員のほうはどう。 

（渡邉課長） 

 児童相談所はあくまでも東京都の行政機

関ですので、私どもは、区はあくまでも。 

（石阪委員長） 

 所管ではもちろんないんですけど、どうな

んですか。 

（渡邉課長） 

 ちなみに、足立児童相談所には一時保護所

がありまして、今定員が24だったと思います。

ここは定員オーバーでも入れちゃうという

ようなやり方をしているというふうには聞

いておりまして、いつも定員の120％いると

かというような状況とかも聞いてはおりま

す。 

（石阪委員長） 

 それでも入れることを優先しているとい

うことですね、そういう。 

（渡邉課長） 

 はい。 

（内藤委員） 

 さっき委託先っておっしゃったのが、民間

シェルターのことですか。 

（田渕主任） 

 そうですね。民間シェルターと兼用してい

る場合もございますし、東京都と専属契約を

結んでいらっしゃる施設もございます。 

（内藤委員） 

 何か書いてあるものだと全国に122でした

か、今、民間シェルターを運営している団体

数は122あると書いてありますけど、そうい

ったものも利用しているということなんで

すか。 

（田渕主任） 

 そうですね。民間シェルターさんに連絡も



13 

取るんですけれども、私のほうで一度どうし

ても民間シェルターにお入れしたい方がい

て、民間シェルターさんに片っ端から20ぐら

い当たったんですけれども、全部駄目でした。 

（内藤委員） 

 それはキャパの問題ですか。 

（田渕主任） 

 そうです。キャパの問題と、現在やってい

ませんというご回答のところもありまして。 

（石阪委員長） 

 登録はしているけど、やっていないという

ね。 

（田渕主任） 

 はい。公表はされていらっしゃるけど、ご

めんなさい、もう閉じましたとかですね。 

（内藤委員） 

 20か所というと、多分122のうちの20か所

で。 

（田渕主任） 

 そうですね、東京近辺の。 

（内藤委員） 

 東京、関東という感じですか。 

（田渕主任） 

 そうですね、関東のほうで探しまして、東

京都さんのほうから、すみません、ちょっと

今日手元にないんではっきり分からないん

ですけれども、情報提供いただいている冊子

の中に載っていた団体さんには全て連絡を

したんですけれども。 

（内藤委員） 

 それは最近の、お電話かけられたのは最近。 

（田渕主任） 

 そうですね、ここ１年ぐらいのことかと記

憶しております。 

（石阪委員長） 

 だから、やっぱりそういう意味ではなかな

かメインのね。メインが１か所で、それ以外

はもし民間ということになると、恐らく今後

の状況次第によっては厳しいということで

すね。受け入れられないというようなことも

あり得る。 

（田渕主任） 

 そうですね。シェルターという意味では、

なかなかやはりセキュリティが厳しくない

といけませんので、あとはシェルターでなく

てもいいということであれば、宿所提供施設、

宿泊所なんかは使いやすいです。 

（石阪委員長） 

 宿泊所もですね。 

 ほか。どうぞ。 

（内藤委員） 

 １点は、そういうのは中部第二福祉課さん

と、区民参画推進課さん、あとＤＶの相談の

ことについてですけれども、コロナ前後で必

ずしも増えている、相談件数が増えているわ

けではないという話だったと思うんですが、

確かに計算すると、４か月分でもそんなに多

くはないというんですけれども、実際に国の

ほうでは相談件数が増えているとか、例えば

特別なＤＶ相談プラザとかやったりして、そ

こにかなりの件数が来たりとか、あとは全国

の配偶者暴力相談支援センターでの４月の

相談件数が３割増とか、そういうことが言わ

れているんですけど、そういうことからする

と足立区のほうで、コロナ後で、コロナ以降

増えているというわけではないということ

について、担当課さんとして、どういうふう

に思われているか教えていただけますか。 

（石阪委員長） 

 どうぞ、もしお答えできる人。 

（田渕主任） 

 私のほうの実感としましては、コロナの前

と後で特段変わったというところはないで

すけれども、２つほど気になったことがござ

いまして、１つ目が、コロナだったからちょ

っと相談に来るのが嫌で来なかったんです
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よねという方がお二人いらっしゃったのと、

あとコロナで夫が家にいることが増えたの

で、けんかすることが増えたんですけど、あ

まり変わらないので、相談は後でいいやと思

って、来ませんでしたという方はいらっしゃ

いました。 

 私どもの窓口になりますと、やはり福祉事

務所という看板があるせいか、ここに来たら、

もう後戻りができないというお気持ちでい

らっしゃる方もおりますので、私どものほう

に避難を求める段階までの方は増えなかっ

たのではないかと、私は考えております。 

 恐らくＤＶ相談プラザなどは、私のこれは

ＤＶなのかなといった疑問のところから入

ってこられる方が多いと思いますので、特に

コロナがニュースに取り上げられたときに、

海外のほうでＤＶが増えているということ

で報道もありましたので、やはり報道が入る

とご相談件数が増える傾向にございますか

ら、それで、私のこれはどうなのかしらとい

う方のご相談が増えたのではないかと、私は

個人的に分析しております。 

 以上でございます。 

（寺島課長） 

 区民参画のほうでも、特段数字がぼんと増

えているわけではないんですけれども、相談

件数の中身を見ると、やっぱり休校の期間、

子どもがずっと家にいるので、いらいらでち

ょっとぶつかっちゃうとか、旦那さんが家に

いて、ちょっと夫婦仲ということで、うまく

いかないでというような相談もあったりと

かは散見されますので、全く影響がないわけ

ではないのかなというふうに思っています。 

（内藤委員） 

 ちょっと思ったのは、やはり、さっきおっ

しゃったんですけど、相談件数は一定数あり

そうだけど、それが支援を求める、福祉のと

ころに行くのはやっぱり二の足を踏むとい

いますか、敷居が高いように感じているとい

うところ、実際にこれはＤＶかというふうに

把握しても、そこに行き着かないという人が

いたかもしれず、そのところはどうお考えで

すか。 

（田渕主任） 

 私、相談員３年目になるんですけれども、

やはりＤＶの相談を受けていて思うことが、

その方によって考え方がかなり違っていて、

私から見ると、すぐに避難されたほうがよろ

しいのではないかというときでも、いや、私

は夫のことを愛しているので絶対に逃げま

せんという方もいらっしゃいまして、その方

はただ、夫にたたかれていることに耐え切れ

ず、人に話は聞いてほしい。でも私は夫を愛

しているし、離れ離れになるのは耐えられな

いから避難はしません。 

 逆に、ちょっと夫婦げんかでたたかれまし

た。ＤＶだから逃がしてください。では、そ

のとき、どういうことがあったんですかと言

ったら、私が夫を先になぐりましたというよ

うな方もいらっしゃいまして、いろんな方が

いらっしゃって、捉え方がかなり違ってくる

のかなと思っております。 

 おっしゃるとおり、本来逃がすべきＤＶ被

害者の方が門戸を見つけられないというと

ころが非常によくないと思っておりますの

で、今は内閣府ですとか、男女共同参画さん

ですとか、足立区としてＰＲできるところは

できているのかなと思っておりますけれど

も、ＳＮＳとかですとか、もっと活用してい

けるとよいのかなと思っております。 

（内藤委員） 

 ありがとうございます。 

 あと、もう１点だけ。ちょっと発展的な話

題なので最後に言おうかなと思っていたん

ですけど、性自認が女性の人、トランスジェ

ンダーのＭＴＦの人ですね、その人がＤＶ被
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害を受けた。男性の人も暴力被害を受けると

思いますけど、特にここは男女理解というこ

とで、性自認、自分は女性だと自認している

方がＤＶを受けているとして、暴力被害を受

けているとして、支援を求めたときの対応と

いうのを教えていただけますか。 

（石阪委員長） 

 どうでしょうか。相談は多分あると思うん

ですけれど。 

（田渕主任） 

 そうですね。でも、男性の方からでも女性

の方からでも、それ以外の方からでもご相談

は等しく受け付けておりまして、私どものほ

うではその方のご希望に沿って支援してい

く形になるかと思うのですが、お体が男性に

見えてしまう場合は、シェルターのご利用は

難しいかと思います。シェルターの中に入っ

ていただくのに、男性の方がいらっしゃると

やはり恐怖を呼び起こしてしまうというこ

とで、実は小さいお子さんでも、大人の男性

に見えると入所が断られてしまうこともあ

りまして、その方の性自認に沿った支援であ

れば、宿所提供施設、宿泊所などにもやはり

女性としてお入りいただくような形になる

のかなと思います。 

（内藤委員） 

 女性専用のシェルターの場合は、一定の制

約があるけれども、ご本人の希望に応じて対

処するということですか。 

（田渕主任） 

 そうですね。その方の性自認が女性であっ

て、私を女性として扱ってほしいということ

であれば、施設をご利用されているほかの方

との関わり合いを調整させていただいて、で

きる限りその方に沿った支援を差し上げた

いと思います。 

（内藤委員） 

 ありがとうございます。 

（石阪委員長） 

 そういうのは柔軟なんですね、ある意味で

ね。ほかのところに、例えば別途分けて例え

ば宿泊所を用意するとか、そういうこともあ

り得るということですよね。 

（田渕主任） 

 そうですね、施設側の。 

（石阪委員長） 

 一緒にするだけではなくて、むしろ。 

（田渕主任） 

 施設側もどうしても制約はありますので、

私ども、施設側のルールと、ご本人様の希望

されていることをすり合わせて、できる限り

のことを差し上げたいと思っておりまして。 

（石阪委員長） 

 はい、ありがとうございます。 

 ほか、いかがでしょうか。 

（内藤委員） 

 実際、今の話は聞く話ですね。トランスジ

ェンダーの方、シェルターに入れるのか、入

れないのか。 

（石阪委員長） 

 うん、どうでしょう。 

（片野委員） 

 すみません、２点あるんですが、まず１点

は、各相談件数の中の年齢というのを知りた

いなと思ったんです。大体、相談に来る年齢

が一定の年齢に集中しているのかどうかと

いうことをちょっと３部署にお聞きしたい

んですけども、よろしいでしょうか。 

（石阪委員長） 

 これは今、恐らく数字はお持ちではないと

思うんですけれども、大体の感覚でよろしい

と思うんですが。 

 じゃ、まずは担当課さん。 

（田渕主任） 

 大体20代、30代の方が４割ぐらいです。40

代、50代が同じく４割。それ以上の60代以上
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の方が２割といったところかと思います。 

（片野委員） 

 10代というのは。 

（田渕主任） 

 10代は、そうですね、こちらに相談に来る

のは10代後半の、あと少しで20歳になるとい

う方ですとか、一度結婚されて、お子さんを

もうけていらっしゃる方になりますので、10

代の方もございますけれども、すみません、

60代以上の方が1.5、10代の方が0.5ぐらいで

す。 

（石阪委員長） 

 恐らく年齢としては大体20歳前後からと

いうことですね。 

（田渕主任） 

 そうですね。 

（石阪委員長） 

 上ということですよね。 

 はい、いかがでしょうか。 

（高橋課長） 

 こども家庭のほうでございます。先ほどク

リップ留めの資料をちょっと外していただ

いて、要保護児童対策地域協議会の資料とい

うのを１枚開けていただきまして、右上のグ

ラフが年齢別になって、私どもの年齢は、子

どもを中心にさせていただきますので、子ど

もの年齢別で、虐待種別にしてある棒グラフ

になっております。 

 概要を申し上げさせていただくと、６割が

未就学児です。ということは、裏を返すと、

その親御さんというと大体それなりの世代

の方というような回答かと思います。 

 あと今、10代というお話があったんですが、

10代の女性が妊娠したような場合というの

は、妊娠したからって虐待にはならないので、

ここのカウントには入っておりません。衛生

部が所管になっておりますが、特定妊婦、ち

ょっと心配な妊婦さんというようなところ

で、保健師が関わっている部分だけじゃなく

て、ちょっと私どもの支援もというようなと

ころだとすると、私どもの家庭支援、一部対

応させてはいただいているところです。 

 年間件数として、ちょっと数字がないんだ

けど10件ぐらい、10代の妊娠。10から20ぐら

いでしょうか、そんなような数字でございま

す。 

（石阪委員長） 

 じゃ、数としては圧倒的に未就学児の親世

代ということですね。 

（高橋課長） 

 はい。 

（石阪委員長） 

 いかがでしょうか。 

（明石係長） 

 区民参画の女性相談の事業は、最初、寺島

が申し上げたとおり、カウンセリング的な意

味合いが強いので、半分以上は継続案件で、

新規案件というのは割合的には少ないんで

すけれども、私がはっきり何歳、年齢を持っ

ているわけじゃないので今はっきり申し上

げられないんですけれども、印象としては、

40代、50代の方が継続的にＤＶに悩まれてい

るというか、些細なＤＶでもうちはカウンセ

リングとして、そこで解決するような問題も

扱っておりますので、40代、50代、それから

20代、30代に関しては新規の部分が多いのか

なという、あくまで印象になってしまうんで

すけれども、そういうところです。 

（石阪委員長） 

 逆に言えば、それより上は少ないというこ

とですかね、60代以上。 

（明石係長） 

 60代、70代というのは、そこまで、うちの

ほうでは。 

（石阪委員長） 

 恐らく、だからそういう意味で似ています
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ね。 

（片野委員） 

 似ていますね。大体同じようなパーセンテ

ージかなと思いました。 

 もう１件、デートＤＶにいたく関心があり

ます。これ、今日いただいたもので、これは

どういうところに実際お配りになっていら

っしゃるのかということを教えていただけ

ますか。 

（石阪委員長） 

 これは所管で、区民参画推進課ですね。 

（寺島課長） 

 これについては区民参画のほうで、出前講

座のような形で区内の高校だったりとかに

出向くことがあるんですけれども、そういっ

たときに参考の資料とか、そういう形で配ら

せていただくことがあります。 

 あとは区内の中学校とかも、ご要望をいた

だければお送りをして、その学校での授業の

中で生かしていただいているといった状況

です。 

（片野委員） 

 これ、非常によくできていると思ったんで

す、拝見させていただいて。なので、そこに

高校生、中高生、今はだんだん早くなってい

るので、これを認識をさせておくということ

は非常に大切だと思ったんです。 

（石阪委員長） 

 ただ、これは中学校、中学生を対象にして

いるの、高校生を対象にしているの。 

（寺島課長） 

 中高生です。 

（石阪委員長） 

 中高生。若干、ちょっと中と高だと、例え

ば中１と高３って、ちょっと違いますよね、

やっぱりね。その辺が、だからこれはある意

味では網羅的にいろんな情報を入れている

という感じですよね。 

（寺島課長） 

 そうです。 

（明石係長） 

 出前講座というのが、今おっしゃられたん

ですけれども、それは高校のほうからは、こ

ういった趣旨で高校生たちに教えたいので

ということで、趣旨を明確にしてもらって、

うちのほうから講師を派遣して、実際に高校

生を対象に。 

（石阪委員長） 

 それは区内の都立だったり、市立だったり

ですね。 

（明石係長） 

 そうですね、はい。昨年度でいうと、高校

２校、中学校１校、計３校なんですけれども、

実施しております。 

（片野委員） 

 もっと多くのところに、受講して。 

（石阪委員長） 

 たくさん配布してもいいですね、これね。 

（片野委員） 

 全部にやってほしい。 

（寺島課長） 

 区内の高校にはお知らせはしていて、ご利

用くださいという形でご案内しているんで

すが、ご利用頂ける場合とそうでない場合と

があります。 

（片野委員） 

 ネックになっていることは何でしょうか。

高校側がやらないというか、積極的じゃない

理由というのは。 

（寺島課長） 

 やらないところは、後追いで確認はしてい

ないんですけれども、校内で別のカリキュラ

ムがあって、それで代替しているのかと。 

（石阪委員長） 

 皆さん、忙しいと言いますね。 

（片野委員） 
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 大体、忙しいです。 

（石阪委員長） 

 特に今年はコロナで遅れていますので、な

かなか人権学習であるとか、こういう学習、

性教育も含めてですけれども、進んでいない

というようなところもよく聞きますから、今

年は、だからなかなか厳しいですね。出前、

行くといっても。 

（寺島課長） 

 今年度は、12月に足立高校のほうに出前、

お呼びかかっていますので、そこでデートＤ

Ｖ、性被害の関係はやってきます。 

（片野委員） 

 ありがとうございました。 

（石阪委員長） 

 もし何か、どうでしょう、何かご質問、よ

ろしいですか。 

（野田委員） 

 ＤＶで相談される方で、シェルターとかで

逃げたいというところまで行く方というの

は、相談の中のどのぐらいの割合ですか。 

（田渕主任） 

 そうですね。すみません、件数は分かって

いないんですけれども、大体10件相談があっ

て、１件か２件というところです。 

（野田委員） 

 実は、私は年金のほうの仕事もしていまし

て、その中で年金で、ＤＶ被害者の特別番号

という基礎年金番号を特別な番号に振り替

えて、その方の情報は絶対に流さないという

ような番号があるんですけれども、福祉事務

所さんからの相談を受けて、この方はＤＶで

すという方がたくさんいらっしゃるんです

けど、番号を振り替える方というのは、まだ

１人２人ぐらいしか会ったことがないんで

すね。なので振り替えたらどうですかという

ことを言うことがあるんですが、全くそうい

ったことはされていないように見受けられ

たので、そういう逃げなきゃいけないという

ぐらいひどい人が、どのぐらいいるのかなと

思って、ちょっと今お尋ねしました。 

（田渕主任） 

 今は勤務される方のほとんどが職を失う

ことになりますので、すぐ生活保護のご申請

をしていただくことが多いんですね。そうな

ると生活保護受給中は年金をお支払いでき

ないので、免除の手続はするんですけれども、

そのときに、すみません、私の不勉強で申し

訳なかったんですけれども、番号の振り替え

などを教えることは存じ上げなかったので、

そこまでの手続は取っていないということ

はあるかと思います。 

（野田委員） 

 追っかけられると大変とかいうような方

で、その情報を絶対もらしたくない、被害に

遭わないようにということで、番号を特別な

番号に振り替えて、要注意ということである

んですけど、それがなかなかなかったので、

そういうのを使ってみられてもいいかと思

いました。 

（石阪委員長） 

 ありがとうございます。どうでしょうか、

もしあれば。 

（小川委員） 

 大変深刻な状況を数字の上でも拝見しま

して、なおかつこの数字の中に吸い上げられ

ていない、自分がＤＶということまで意識を

されていない方も、恐らく相当数いらっしゃ

るんでしょうね。こういう人たちの、あなた

はＤＶなのよというような教え方というか、

自覚をさせられるような、それを自覚するこ

とによって生活や自分が変わるわけでしょ

う。そういうようなこと、その吸い上げ切れ

ない人、吸い上げても救えないんですけれど

も、吸い上げ切れないような人たちへの対処

の方法も、当然のことながら、水面下ではや
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っておられるわけですよね。 

（石阪委員長） 

 恐らく相談があったときに、本人はＤＶだ

と思っていないけれども、これはＤＶじゃな

いかとなったときに、どういう対処をするか

という、そういうことでもあると思う。気づ

きを与えて支援をしてあげなきゃいけない

ということですね。 

（小川委員） 

 そう。そこが、でも、行かれる方はまだど

うかなって、半信半疑で一応行かれる。だけ

ど、そこまでにもいかない方で、見るからに

というような生活とか、経験をされている方

がいらっしゃるようなときに、我々は手だて

はできないし、そういう方を自覚させられる

ノウハウというか、そういうものってあるの

かな。当然のことながら、何か対処はしてい

らっしゃるかなとは思うんですけれどもと

いうことです。 

（石阪委員長） 

 恐らく、１つは通報ですかね。周りからの、

恐らく子どもなんかは多分多いと思うんで

すけど、ほとんどのケースが通報じゃないで

すか。どうですかね。 

（多田係長） 

 児童虐待からこちらのほうで対応してい

る中で、お母さんももちろん心理的なところ、

経済的なところ、完全に父親からの抑圧があ

って、お母さんは、児童虐待もそうだけれど

も、お母さん自身も明らかにＤＶですよとい

うふうに伝えることが、ままあります。 

 なかなか、そこのほうの、自分がＤＶをさ

れているというところに至らない場合は、今

の男女共同参画さんでやっているカウンセ

リングとかに一緒に同行でつなげたり、予約

を取ったりして、少しずつなんですけれども、

自分が被害者だということをお伝えできる

ようにしています。 

（石阪委員長） 

 あとは、アウトリーチみたいなのはできな

いわけですよね。基本、これはあくまで相談

があって初めて動かれるわけで、例えばこれ

は危ないなということは分かっているんだ

けど、自ら行くというようなことは、行政と

してはなかなか支援はできない。 

（多田係長） 

 通告があれば、そこは児童虐待の場合は、

もう。 

（石阪委員長） 

 あり得る。 

（多田係長） 

 そうですね。 

（石阪委員長） 

 ＤＶの場合も、それはなかなか難しい。ご

本人からの相談じゃないケースで、行政が出

ていくというのは多分難しいですね。 

（渡邉課長） 

 基本的にはご相談があって、それで動くと

いう形ですね。 

（石阪委員長） 

 そうですよね。ましてご本人じゃないと難

しいところですね、そうするとね。 

（高橋課長） 

 １点、ちょっと余計かもしれないんですが、

ＤＶがあって、どちらかが警察通報してとい

うような事例なんですが、お子さんがいない

場合はないんですけど、お子さんがいると、

大体お子さんの前でのけんかは心理的虐待

だというので、それって、大体警察のほうが

児童相談所のほうに、いわゆる心理的虐待の

事例ですよという通告を積極的に警察がす

るようになっています。その一部が今、区の

ほうに逆送致といって、本当は児童相談所が

受けたから児童相談所がやらなきゃいけな

いんだけど、それを一部区のほうにやってく

れというような形で、区のほうが扱っている
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ような事例があります。ある意味、警察から

来るのというのは、かなりその事例が多いも

のですから、そういった中で今一部、ちょっ

とＤＶチックなものがあるんじゃないかと

いうような、今、多田が話したような事例に

なっているかなと。そういう意味では、警察

がどんどん児童相談所に通告するようにな

ったので、少しは表には出るようになってい

るのかなというふうな印象を持っておりま

す。 

（石阪委員長） 

 だから、そういう意味では。どうぞ。 

（高祖委員） 

 １つだけ。何かちょっとお願いベースにな

っちゃうんですけれども。結局、親になって

からのＤＶですよね。子どももそこから暴力

を学ぶ。相談があれば救えるんだけれども、

本人の自覚とか、あと、そもそも暴力を振る

う側も、暴力はいけないという意識がないの

で。だからそこは教育が必要になると思うん

ですね。 

 だからこそ、その教育というところで、さ

っきの、去年３校というようなところで、や

っぱり学生時代に暴力、デートＤＶなんかは

とっつきやすいというか、分かりやすいこと

だと思うので、そこをすごく何か、本当に必

須にしてほしいぐらいです。学生時代にちゃ

んと学んで、親になって、結婚するというよ

うなことになれば、自分が暴力を受けるべき

ではないとか、受けることはおかしいことだ

よねとか、助けを求めなきゃいけないという

意識づけにもなるかなというふうに思って

います。だから学校の、足立区でやるから、

足立区のところだけですけれども、まずは学

校で、それを本当に広げていただけるように

ぜひ頑張っていただきたい。 

（石阪委員長） 

 あと、今その授業でやるだけじゃなくて、

これを中高生が見るよりは、どちらかという

と紙よりは、僕はどっちかというとスマホで

見るケースが多いと思うので、アプリにする

とか、あるいはこういう情報をスマホの中に

落として、自分でぱーっと見れるような、そ

れを啓発するというやり方もあるのかなと。 

（高祖委員） 

 そうですよね。それ、多分、そういうのっ

て、どこかがつくっているんじゃないかな。 

（石阪委員長） 

 いや、完全にスマホですね、今の子はね。 

（高祖委員） 

 イエス・ノーで答えていったら、それはデ

ートＤＶですよとか、何かこういうときにこ

ういうふうに言われた、言いましたみたいな、

何か脅してくるような、それだったら、もう

おまえの何かこれをばらすぞと言われまし

たみたいな感じで、選んで、ぽちぽちって、

そういうゲームっぽいものがみんなすごく

好きなので、それを何かサイトとかにしてい

ただきたい。あと、足立区もラインニュース

とか始めているので、そういうのに載せてい

ただけるといいかと。あれもまだ登録者がま

だ少ないと思いますが、多分今増やそうとし

ているところだと思いますけれども。 

（石阪委員長） 

 確かにこれを見ると、電話番号が後ろに書

いてあるんですけれど、恐らく今の10代の子

が電話をするということは相当なハードル

だと思うので、そういう意味では例えばもう

ちょっとＳＮＳ、これ、どうでしょう。実際

そうじゃない。 

（添田委員） 

 私は、ＳＮＳをすごい使っている。ツイッ

ターもやっているし、インスタグラム、ライ

ン、多分ほとんど使っていると思うんですけ

ど、そういった中でアプリを落とすというの

は、まずハードルはかなり高いのと、開発費
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用がすごいかかるので、アプリはあまりいい

考えではないと思っていて。 

（石阪委員長） 

 どうでしょう、例えばこれを啓発するのは。 

（添田委員） 

 ツイッターとかだとやっぱり広告は、タイ

ムラインの中に広告がちょっとずつ入って

くるので、それはかなり目につきやすいです。

あとラインも今、トーク画面の一番上に広告

が出るようになっているので、そちらも一番

上に入ってくるので、かなり目につきます。 

（石阪委員長） 

 むしろ広告みたいな感じで載せたほうが

いい。 

（添田委員） 

 広告的なもので啓発したほうが、多分ちょ

っと、あれおかしいなと思っている子は、気

になったら、もうワンタップで見れるので、

そっちのほうが絶対に啓発としては効果は

あると思います。アプリは多分落とさないと

思います。 

（石阪委員長） 

 アプリは落とさない、今。 

（添田委員） 

 はい。 

（石阪委員長） 

 僕もアプリはちょっと、しかも大変ですよ

ね、開発するのもね。 

（添田委員） 

 すごい開発料がかかるので、結構きついん

じゃないかなと思います。 

（石阪委員長） 

 そうか、広告を使うというのはいいかもし

れないですね。 

（片野委員） 

 あとはユーチューブ。 

（石阪委員長） 

 ユーチューブ、だから見るかどうかですね、

動画を。 

（片野委員） 

 そうです。結構、今見たら、検索したら、

ほかの自治体はホームページでチェックリ

ストを載せている。 

（添田委員） 

 そもそも検索をしないと思うんです。 

（石阪委員長） 

 検索をしない。 

（添田委員） 

 何かたまたま、ふだんの動作の中で目に入

って、ちょっと見てみようかなというレベル

じゃないと、多分しないかなという、感覚的

にはあります。 

（石阪委員長） 

 うちも中学生いるけど、基本そうですよね。

ぱーっと何かやっていて、その途中に出てく

るというところで初めて目に触れるという

ね。はい、ありがとうございます。 

 どうでしょう、ほか、皆さん。 

 保田さん、ありますかね。 

（保田委員） 

 私は保田といいます。足立区の区内業者で

す。足立区在住35年になりますけど、こんな

にいっぱいＤＶの相談件数とか、児童虐待と

か、養護の件数が多いというのは初めて知り

ました。区役所の中にはいろんなお仕事があ

ると思いますけれども、特に皆さんたち大変

なお仕事をされているんだなと思いました。

どうもありがとうございます。 

 区内に30数年住んで、会社も区内にあって、

従業員も６割超が足立区の区民なので、まず

は自分自身がこういうことがあるんだとい

うこととか、こういう事例が起きたときに、

どういうルートをたどっていくのかという

ことをしっかりと自分で、もうちょっと真剣

に知識として入れておいて、少なくとも自分

の会社の従業員、私もそうですけれども、そ
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ういうことがないように、もしくは何かあっ

たときに、区役所の方に相談するなりして、

未然に防ぐとかしないとという、そういうよ

うな正しいことを、そういうものを小さくす

るとか、そんなことを少しお手伝いというか、

一緒にやっていかなきゃいけないと、そんな

ふうに考えました。 

 以上です。 

（石阪委員長） 

 ちょっと時間もありますので、もしまだ５

名の方質問、もしある方、挙手制でちょっと

いきたいと思うんですが、どうでしょう。せ

っかくですから。 

（添田委員） 

 大丈夫です。さっき言いたいことは言いま

した。 

（石阪委員長） 

 いえ、もしあれば、どうです。 

（添田委員） 

 大丈夫です。 

（石阪委員長） 

 いいですか。どうでしょう。上野さん。 

（上野委員） 

 今、ＤＶですごく盛り上がっているんです

けれども、夫婦のＤＶと子どものＤＶとはど

のぐらいあるんですか。ご夫婦のＤＶありま

すね、暴力とかいろんなのが。それはどのぐ

らいの割合で、暴力とか言葉の暴力とかいろ

いろあるじゃないですか、性的な暴力とか。

やっぱり言葉の暴力が一番多いのかなと思

って、言葉とかの、殴る蹴るのね。 

（石阪委員長） 

 内訳ですね。 

（上野委員） 

 ええ。 

（高橋課長） 

 今のご質問は虐待。子どもへの暴力、子ど

もへの虐待というふうな形で、この代表者会

議資料、１枚開いていただきまして、左下の

棒グラフをご覧いただければと思います。虐

待の種別ですが、まず身体的虐待、性的虐待、

心理的虐待。言葉の暴力というと心理的虐待

という部分は、206というような状況にはな

っております。 

 やっぱり身体的な部分がちょっと目立つ

というのと、あと、この一番右側のネグレク

ト、育児放棄という部分なんですが、ここの、

実は341って、こんなに多いのと、先ほど言

っていた件数の多さなんですが、まずもって

この数字なんですが子どもの数です。１つの

家庭に、お子さんが２人いた場合には１件の

通報、１つの家庭に関わる中で、ここのカウ

ントは２になります。なので、電話の数とか

ではないので、そこのところは、実際かなり

少なくちょっとイメージいただいてもいい

のかなというのと、ネグレクトが多いのは、

実は１歳６か月健診とか３歳児健診に来な

いお子さん、以前、居所不明児が課題になっ

て、そのお子さんについて、いわゆる健診に

連れてこないのでネグレクトという位置づ

けの中で、それをカウントしているんです。

実際はそれは、かなり外国籍のお子さんで、

実は日本にいないんでという、300のうちの

３分の１とか半分ぐらいはそういうものに

なりますので、そういった意味では、それは

いないだけなので、実は虐待のカウントには

入れているんだけど、内容的には皆さん、お

察しいただいているようなレベルというふ

うにお考えいただければ。 

 虐待、虐待といっても、全てが全て重いわ

けではなくて、一定程度認識してもらうこと

によって、親御さんが十分変わる方というの

はほとんどの方なので、やっぱり認識しても

らう。さっきＤＶについての認識がというよ

うなところがありましたけど、児童虐待につ

いても、自分の関わり方の不適切さに、認識
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してもらうということが必要なのかなとい

うふうに考えております。 

（上野委員） 

 でも、外国人の場合は、ある程度皆さん、

言葉が分からない人が多いんですよね。うち

にもいますけども。そういうのはきちんと、

ちょっと日本語を教えるとか、周りの人がね。

こういう手紙、子どもが生まれたら、こうい

うことをやっているから行っているとか、ち

ょこちょこお話ししてやると、そういうとこ

ろも違うんじゃないかと思いますね。 

 日本人、若いお母さんたちは意外と今、知

識はあっても、分からない人が多いんですよ

ね。そういう点もあるから、大人の人がどん

どん周りの人、あるいは地域の人が教えてや

ると、とても違うんじゃないかと思うんです

けどね。 

（添田委員） 

 多分、今の人たちって、我慢はできないこ

とないと思うんですけど、話す場が多分少な

いんだと思います、はけ口が。 

（上野委員） 

 はけ口がね。 

（添田委員） 

 うん。多分ご近所付合いも、すごく薄くな

っているので、そこで例えば、ご近所付合い

があったら、そういうときはこうすればいい

のよと言ってくれる人が多分あまりいない

ので、そこで。 

（石阪委員長） 

 そのネットワークづくりみたいなところ

ですね。 

（添田委員） 

 そう。そういうのでちょっとつらくなる人

が多くなっちゃうんじゃないかなという感

覚はあります。 

（上野委員） 

 だから結構昔の人に聞くと、いろいろそう

いうこと分かると思うんですよね。 

（石阪委員長） 

 昔はコミュニティが多分しっかりしてい

て。 

（上野委員） 

 昔は、近所のおばちゃんたちがうるさい人

いっぱいいましたから、こうよ、ああよとい

ろいろ教えてくれたけども、今はそういう人

がいないんですよね。隣のご飯の匂いもしな

いぐらいですからね。みんな閉め切っちゃっ

ていますからね。そういうのも多いと思いま

す。 

 以上です、すみません。 

（石阪委員長） 

 猪野さん、いかがですか。 

（猪野委員） 

 すみません。ちょっと２点ほど、ささっと。 

 １点は、ちょっと私もかつて聞いたことが

あった話だったんですけど、そのシェルター

か、もしくはそのシェルター的なところに避

難した、ＤＶを受けてそういうところに避難

された方がいらして、実際に避難できたとい

う、その手続的なところはよかったんですけ

ど、逆にそこの一時的に住んでいたところに

いた職員さんからの何か接せられ方がすご

くきついとか、そんなような差別的というか、

何かちょっとそんなようなことを聞いたこ

とがあって、実際にそういうような内々的な

問題というのは起きたことがあるのかどう

かということが１点と。 

 もう１点は、相談はあまり高齢者はないと

いうことだったんですけど、実際には事件と

かも結構起きているので、子どもの通報は結

構割と一般的に皆さん知られていると思い

ますけど、高齢者の家庭内のＤＶとか、そう

いうのを知ったり見た人が、実際には通報し

てくるという例はあるんでしょうか。どこに

通報とかされるんでしょうかというのをち
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ょっとお聞きしたいんですが。 

（石阪委員長） 

 まず１点目、職員さんの問題の対応ですね。 

（猪野委員） 

 入ったところの対応が何かすごくひどく

て、精神的につらくなったみたいなことを、

ちょっと聞いたことがあったんですけど。 

（石阪委員長） 

 これは例えば、区内で問題になったことっ

てありますかね。 

（田渕主任） 

 私が存じ上げている範囲では、ございませ

んね。ただ、担当の方がちょっと人柄的に合

わないので変えてほしいというご要望はあ

ったときは、その都度対応していただいてお

りますのと、現在は宿所提供施設、宿泊所、

特別区人事構成組合が運営しておりますが、

第三者委員会を入れておりまして、必ず通報

窓口のご案内を差し上げておりますので、何

かあれば、現在は通報体制が取れております。 

（猪野委員） 

 ありがとうございます。 

（石阪委員長） 

 あと２点目ですけれども、高齢者。 

（田渕主任） 

 はい、高齢の方の場合ですね。多いパター

ンとしましては、地域包括支援センターにご

相談いただくこともありますし、実際にちょ

っと窓口で相談できるから来ましたという

ことで、何かしらで情報を得られて、直接、

福祉事務所にいらっしゃる方もおります。た

だ、ＡＤＬが自立していらっしゃらなかった

りですとか、認知症の方などは、高齢者の虐

待担当部署がまた別にございますので、そち

らのほうに対応を依頼することもございま

す。 

（猪野委員） 

 それは福祉事務所の中に、そういう高齢者

対応窓口みたいなのがあるんですか。包括の

ほうに。 

（田渕主任） 

 地域包括のほうを担当している高齢者の

担当部署がまた別にございまして、そちらの

ほうが。 

（猪野委員） 

 そちらのほうにつなぐ形になるんですか。 

（田渕主任） 

 はい、包括とつながっていますので対応し

ています。 

（猪野委員） 

 件数はそこそこあるんですか。そんなには

ないんですか、そういう数。 

（田渕主任） 

 私の体感ですと、1.5はいらっしゃるかな

というところで、つい先日も70歳のご婦人か

らご相談をいただいております。 

（猪野委員） 

 はい、ありがとうございます。 

（石阪委員長） 

 いかがでしょうか。亀田さん、いかがです

か。 

（亀田委員） 

 ＤＶの状況を教えていただいてありがと

うございます。多くの方が被害に遭われてい

る中、コロナでそんなに増えていないと安心

しました。しかし、それ未満という方がいら

っしゃるということで、大変勉強になりまし

た。私からの質問は、特別定額給付金という

制度があったかと思うのですが、このＤＶの

被害に遭われた方で、そういったものをきち

んと受け取れなかったであるとか、そういう

具体的な事例があったのかというところを

教えてください。 

 もう１個が、避難された後にも、やはりお

金の面というのが一番心配なところかと思

いますが、区として、例えばその離婚とかの
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裁判費用の何かバックアップとか、そういう

費用面の何か後ろ盾になるようなものって、

あるんでしょうか。 

（石阪委員長） 

 まず１つ目、定額給付金ですね。 

（田渕主任） 

 定額給付金に関しましては、国のほうから

も案内がありましたとおり、住所地が違う方

については、避難先の自治体に申し出ていた

だくことで、避難先の自治体がご事情を聴き

取りしたものを特別定額給付金担当に渡し

まして、個別案内を差し上げております。 

 ですので、私のほうにも今まで自力で転居

されて、特に行政の助けは必要ありませんで

したので、今まで相談に来ませんでしたとい

う方も何名かいらっしゃいました。 

 そういった方もご相談いただきまして、全

て無事に給付できたということで、担当課か

ら伺っております。 

（猪野委員） 

 ありがとうございます。 

（田渕主任） 

 ２つ目の避難後のことなんですけれども、

まず裁判費用に関しましては、資金のない方

については、法テラスのほうでご利用いただ

くことが可能です。生活保護を受給されてい

る方でしたら、原則無料でお使いいただけま

すし、資力が少ない方に関しては毎月5,000

円ずつお支払いいただくという方法も取れ

ますので、裁判に関しましては、そちらの制

度をご利用いただくことができるのが１つ

と、生活状況が安定されない場合は、その地

域で生活保護のご申請もご案内を差し上げ

ております。 

（亀田委員） 

 ありがとうございます。 

（石阪委員長） 

 よろしいですか。 

 ほか、何かもし、よろしいですか、最後。 

 ちょっと時間、延長しましたけれども、以

上をもちまして一応前半、児童虐待について

のヒアリングを終了させていただきます。 

 長時間にわたりご協力、どうもありがとう

ございました。 

 それでは、ここで一旦、休憩を取らせてい

ただいて、20分から、じゃ、第２部のほうで

すね。ワーク・ライフ・バランスのほうをス

タートしたいと思います。 

  （休 憩） 

 

３ 重要課題に関する自由討議・意見交換 

（石阪委員長） 

 それでは、少し早いですけど、皆さん戻ら

れたようですので、第２部というんでしょう

か、始めたいと思います。 

 続いては、事項書の２の（２）ですね。ワ

ーク・ライフ・バランス推進認定制度、こち

らについて、区民参画推進課からまず説明を

お願いしたいと思います。 

（寺島課長） 

 では、区民参画推進課です。改めまして、

よろしくお願いします。 

 ヒアリングシートに沿って、簡単にご説明

を申し上げます。 

 ワーク・ライフ・バランスの推進認定企業

数の推移というところでは、（１）のところ

に書いてございます。ここ５年間ぐらいのと

ころですね。この制度自体は、元年度に制度

が切り替わっていまして、後ほどそちらにつ

いてはご説明を差し上げます。 

 あと、添付の資料といたしまして認定企業、

どんな企業さんが認定されているかという

資料のほうもつけさせていただいておりま

す。これも27年度から平成元年度までという

ところで、企業名を載せたものが資料として

ついてございます。 
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 あと、実際に推進企業に申し込まれた方々

が、申し込まれた、どういったところが魅力

でしたかというようなところで、お話を幾つ

か伺っております。記載にありますように、

やはり人材募集のところでメリットになる

のではというふうに感じられたですとか、や

っぱり企業にとってワーク・ライフ・バラン

スが、企業の成長にとって必要であると感じ

たというふうにお答えいただいたようなと

ころもございますし、非常にやはり前向きに

受け止めていただいて、取り組んでいただい

ているのかなというふうに思っております。 

 あと、広報、周知の関係ですけれども、募

集の際は募集のチラシを作成しております。

区内1,600社をピックアップしまして、そち

らにお配りをさせていただいたりですとか、

あとは区内の保育園、幼稚園、ハローワーク

さんですとかにもご協力をいただいて、チラ

シをお配りしています。 

 あと、いろんな関係団体、法人会さんもそ

うですけれども、そういった法人会さんでし

たりとか、あとは成和信金さんとか、あとは

区内の東商さんとか、いろいろ関係団体がご

ざいますので、そういったところに出向いて、

ご説明をして、またチラシのほうを配付させ

ていただいたりという形で、周知のほうはし

ているところになります。 

 実際認定を取っていただいた企業さん方

のＰＲというところにつきましては、区のホ

ームページで認定企業さんをご紹介をさせ

ていただいたり、ハンドブックを作成してお

りますので、そちらに載せさせていただいて

いるところです。 

 あと駅頭などで、ビュー坊テレビという形

で区の情報を流すディスプレイがございま

すけれども、そちらでも認定企業さんの簡単

なＰＲ、広告を流させていただいているとい

うところになります。 

 それ以外にも認定企業になっていただい

たときのインセンティブというところでは、

こちらも応援サービス一覧という形で追加

資料を席に置かせていただいておりますの

で、こういった一般企業融資の優遇だったり

ですとか、星の数に応じて様々な応援サービ

スが利用できますよというところで、ご案内

をさせていただいているところです。 

 裏面をおめくりいただきまして、（４）の

ところの、認定基準や認定制度というところ

になります。ワーク・ライフ・バランス、今

回見直しをした中で、この５つの分野に整理

をさせていただいております。これまでは、

こういったもの全てを全部一気にクリアを

して、あとは労働条件の法的審査というのも

あるんですけれども、それらも全てクリアし

た上で認定という形になっておりました。 

 今回、５つの分野に整理をさせていただき

ましたので、その分野ごとに取り組んでいけ

るような形になっています。極端な話、１つ

の分野からでもできますので、１つの分野を

クリアすれば１つ星認定、平たく言えばそう

いった形になります。星の数、認定の分野数

を増やしていただいて、労働条件の法的審査

もクリアしていただければ、最終的には三ツ

星の認定になるといった形になります。 

 こちらには、実際に企業さんから申込みを

いただきまして、そのお申込みしていただい

たときのチェックシートがありますので、そ

れに基づいて、我々職員のほうが企業さんを

訪問いたしまして、ヒアリングをして、実際

のところどうなのかというところを確認さ

せていただきます。その上で、外部委員も含

めました審査会に諮った上で、じゃ、この企

業さんは幾つ星認定でよろしいですねとい

う形での審査会を経て、認定という形になっ

ているという流れになっております。 

 簡単ですけれども、認定制度の大まかな説
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明は以上でございます。 

（石阪委員長） 

 今のところは、だから全体としては何社な

んですか。そうすると80…… 

（寺島課長） 

 現在85社、認定で、今年度新規申請は、今

16社いただいているところになります。 

（石阪委員長） 

 ということは、もうすぐで100は超えそう

な。 

（寺島課長） 

 今回の認定で、恐らく100は超えるのかな

というところです。 

（石阪委員長） 

 恐らく、これは当初は相当少なかったんで

すけれども、この間の取組で100を超えるま

で来たということですが、ただ、全体の事業

数から見れば、当然のことながら非常に少な

いということもあって、今後も数を増やして

いかなきゃいけない。 

 そうなったときに、この基準とこの選定の

方法でどうなのかということはもちろんで

すし、それから業種でいうと、やっぱり福祉

とかが多いんですか。数としては、医療福祉

が。 

（明石係長） 

 21ほどあります。 

（石阪委員長） 

 ３分の１が医療福祉なんですかね。 

（寺島課長） 

 ４分の１ぐらいです。 

（石阪委員長） 

 ４分の１ぐらい。 

（寺島課長） 

 はい。 

（石阪委員長） 

 建設、サービスとか施設関係その辺りだと

思うんですけれど、そういった業種のばらつ

きも、医療はかなり多いということですが、

これ、まず実際になっていた。例えば保田さ

んのところは、実際になって、何らかのメリ

ットとか、これはなって、こういうところが

よかったというのが何かもしあれば。あまり

ないというんだと、なかなか今後の啓発は結

構難しいんですけれど。 

（保田委員） 

 なってよかったというのは、一番いいのは、

私も含めて、社員さん、家に帰る時間が早く

なりました。 

（石阪委員長） 

 認定企業になってということですか。 

（保田委員） 

 はい。 

（石阪委員長） 

 これは結局、認定企業になることを目指し

て時間を短くしたという。 

（保田委員） 

 経緯としては、ある日突然、参画プラザの

方から連絡があって。 

（石阪委員長） 

 ある日突然来たんですね。 

（保田委員） 

 それで、ちょっと面談したいんだけど行っ

てもいいかと言われて、そのとき、たしか３

人か４人ぐらいお見えになったんです。実は

足立区で今度こういうことをやろうと思っ

たんだけど、おまえのところの会社、何か面

白そうな会社だと人から聞いたんだけど、や

ってみないかと言われて始まったんですね。 

 当時はワーク・ライフ・バランスと、もち

ろん重要なんだけれども、ワーク・ライフ・

バランスをやるためにコンサルタントをた

だで入れてあげると。それで、なおかつ、あ

とは就業規則とかそういうものに対しても

全部、専門家から指導してあげると。ワーク・

ライフ・バランスを実現しても、会社の業績
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が悪くなれば意味はないので、そういうこと

も含めて指導してあげるけれども、それ全部

ただだよと、やってみないかと言われて、始

めたんです。 

 そのワーク・ライフ・バランスの取組だと

か、それから、それでも業績を落とさないた

めのコンサルタントさんとの話合いとか、私

は一切入れないんです。私は一切入らないで

す。あくまでも社員さんと、そのコンサルさ

んがやって、それを私に提言してくるような

形を取って、例えばやったんですね。そんな

ことです。 

 あと、ただ、やはり、ここの会で何回かお

話ししましたけれども、やはり女性にとって

も男性にとっても働きやすい職場というの

は、つくっていかなくてはいけないというふ

うに思っていたものですから、随分前にお話

ししたと思いますけど、足立区の事業所って

本当に、前にもお話ししましたけど、男性と

女性のトイレが一緒とか、そういうのが当た

り前だったり、女性が着替え、制服がある会

社なのに更衣室とかロッカーがないとか、そ

ういう会社がたくさんやっぱりあるんです

ね、私が知っている限り。そういうことをき

ちんとしてあげないと、女性も男性もなかな

か応募してくれないだろうということもあ

ったものですから。 

 そういうことと併せて、会社の業績を落と

さずに、単純に言うと仕事の時間を短くして、

社員さんたち、私も含めて、自由に使える時

間を多くするということを10年、平成21年で

すから、もう10年やってきていますけれども、

実質として、当時その頃は10時半ぐらいに帰

れると今日は早いねというぐらいだったん

です。もちろん女性はそんなにいませんから、

男性ばかりでしたけれども、今は６時40分ぐ

らい、遅くとも、には誰もいなくなりますか

ね。大体、私が朝一番に来て、鍵開けて、最

後鍵閉めて帰るというのが多いんですけれ

ども、それぐらいで、当時は年度が変わるご

とに、業績がどうだったかということを結構

ヒアリングされていたんですね。 

（石阪委員長） 

 確かに業績が落ちたら意味ないですもの

ね。 

（保田委員） 

 たしか業績、売上が幾らかとか、決算書を

見せろとかで、見せたりとかしたんですけど、

業績が落ちていなかったんで、よかったのは、

やっぱり…… 

（石阪委員長） 

 それでも、多分、最初の頃ですか。コンサ

ルが入って、それこそ。 

（寺島課長） 

 一番立上げの頃だったので、コンサルが入

りました。 

（石阪委員長） 

 これは、かなり丁寧ですね。そうするとね。 

（寺島課長） 

 はい。今でも社労士さん派遣、無料で派遣

をして就業規則を整備させていただいたり

等々はまだやっていますので。 

（石阪委員長） 

 いわゆるコンサルみたいな形で入ってき

ていただいて、経営まで見てもらう。 

（保田委員） 

 就業規則は、よその会社さん並にまともに

なったし、それがきちんと守られているので、

著しく何か社員さんが不利益を被るという

ことは多分ないんだと思っております。あと

は、やはり社員さんたちが、昔から比べると

自由に使える時間が多くなったというのが

一番だと思いますけれども。 

（石阪委員長） 

 そういう意味ではもう社風自体も変わり

ましたし、中の働き方自体が変わったという
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ことで、非常に成功したケースなのかと思う

んですけれど、これが恐らくもう10年も前の

話ということですから、この間、制度をどん

どん変えていく中で、数はこれだけ増えてき

たということにもなるんですけど、今はどち

らかというと自己申告みたいな感じですか

ね。自分で会社のほうがチェックをして、申

請して、許可されれば入るという。コンサル

みたいなことまではあまり。 

（寺島課長） 

 実際出していただいた中で、これだとちょ

っと認定まで届かないなというのは、社労士

さんに中を見ていただいていますので、そこ

でやり取りをしてということがありますし、

実際にチェックしていただいて、申し出いた

だいたものでも、必ず職員が会社のほうに伺

って、実際の状況を見せていただいて、聴き

取りをして、審査会にかけるというプロセス

を踏んでいます。 

（石阪委員長） 

 場合によっては、ここを改善しない限りは

星がもらえないということもあるんですね。 

（寺島課長） 

 そうです。それぞれの分野の中でも、これ

を落としちゃ駄目でしょうというところ、ポ

イントがありますので、そこがクリアできな

いと、やっぱり認定には至りませんので、そ

こはキャッチボールさせていただきながら、

改善をして認定につなげるという形になり

ます。 

（石阪委員長） 

 ということで、100を超えるところまで来

たということで、ちょっとまた企業の方に、

小川さん、どうですか、このシステムですけ

ど、かなり会社としてはメリットは。 

（小川委員） 

 今お話を伺ったら、特に当社は制度ができ

たばかりの頃のご指導というのか、対処だっ

たので、コンサル、そういう費用が全部無料

だということは、すごく、きっかけがあれば

メリットでしょうね、最大のね。 

（石阪委員長） 

 なかなかそれ、コンサルを頼んだら物すご

いお金になりそうな。 

（小川委員） 

 そうですよね。そういうのは、みんなオー

ナーさんははじきますからね。そういったと

きに、だけど今はそうじゃなくてというとこ

ろに来ているわけですよね。なかなか、全て

無料というわけでなくて。 

（石阪委員長） 

 ただ、社労士さんは派遣はあるんですね。 

（寺島課長） 

 社労士さんは、はい。就業規則、うち全然

整っていないんだけど、どうしたらいいです

かというようなところのご相談から受けて、

じゃ、社労士さんを入れて、きちんと整えま

しょうかというところはできますので。 

（小川委員） 

 そこに行き着くまでが結局、足立区の場合

は中小企業さんが多い。ほとんどでしょう。

そうすると、そこまでの時間的な配分で、じ

ゃ、相談をさせてください、相談を受けます

というような準備がなかなか、日々に忙しさ

に紛れて、なかなか食いついていけないんで

すよね。そこに大きな問題点。何でもそうで

すけれどもね。 

（石阪委員長） 

 例えば、この企業、結構宣伝していただい

ていますね、いろんなところでね。 

（小川委員） 

 結構というほどではないんですが。 

（石阪委員長） 

 これ実際、食いつきはあまりよくない。ど

うでしょう。 

（小川委員） 
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 食いつきはね、何なのという意見は、あの

…… 

（石阪委員長） 

 やってみようということにはあまり。 

（小川委員） 

 まだきていませんね。それで、あいにくな

ことながら、このコロナ禍に今年入りました

でしょう。私がここに来させていただいて、

一応、会報誌の中を通して、理事会でもご説

明を差し上げたんですが、じゃ、何回も説明

をというような段階のときに、今年がこれ２

年目になりまして、それでコロナ禍の状況で

すから、私どもの会社もいろんな活躍する場

所を全部中止しているんですよね。そんな中

で、会報誌に織り込んでお渡ししたというこ

とは、今年の９月号も２冊お持ちいたしまし

たんですけど、皆さんに見ていただくと分か

りますが、ただそれだけの働きしかできてい

ないんですね。 

 そういう中で、ちょっとこれは何ですかと

事務局に、反応はまだないですね。 

（石阪委員長） 

 これに載っけているんですね。これね。 

（小川委員） 

 そういうことです、はい。やっぱり、ただ

入れました、どうだろうと関心を持つ、それ

ほどの困っているというか、何というか、今

ここで改革、何かをしなければ、うちの会社

はと思っておられるオーナーさんは結局、少

ないんではないかなと。順調に来てしまえば、

なおさらのことですよね。 

 今は景気が悪いでしょう。経済が回ってい

ないから、景気が悪いから、こんな状況で何

か改革を旗を上げても、また思うようにはい

かないだろうなという、そういう懸念も働く

わけですよね。ですから私のコマーシャルが

足りないんでしょうけれども、うちの法人会

に対しては、どうしたの、これ、とかいうよ

うな反応は来ておりません。 

 去年のうちは何回か理事会のほうで上げ

させていただいて、それで、もし何かご相談

というか、１つでも気になったことがあれば、

担当者が来て説明いたしますからぐらいの

ことは申し上げてはきたんですけれどもね。 

（石阪委員長） 

 ちょっと野田さんに、先に伺ったほうがい

いかな。例えば、どうでしょう、会社は今、

非常にコロナの状況で、多分こんなことをや

っている状況じゃないという話も多分ある

んでしょうね。経営が傾いている中で。その

ときに、例えばあえてこのワーク・ライフ・

バランスをすることによって経営を立て直

せるとか、あるいは人を確保できるとか、何

かそういうようなプラスにつながるような

進め方というのは、なかなか難しい。経営の

再建であったりとか、働き方を変えることが

むしろ今後の企業の成長につながるんだみ

たいなアドバイスは、なかなかしづらいです

か。どうですか。 

 これはなかなか、そういう意味では、今厳

しいんですね。このままコロナの時期に、こ

のワーク・ライフ・バランス、それどころじ

ゃないでしょうと言われると。 

（野田委員） 

 ただ、今、在宅勤務とかが増えてきた部分

があるので、全体的に見直しをしなきゃいけ

ない時期にはなっているので。 

（石阪委員長） 

 そうですよね。働き方自体を見直すべきだ

という。 

（野田委員） 

 そうですね。今これをしなきゃいけないと

いうことと、ちょっと違ってきますけども、

それも含めて、いろんなことを今変えていか

なきゃいけない状態ではあると思います。 

（石阪委員長） 
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 そういう意味では今、基準がどちらかとい

うとコロナの前の話ですから、今後例えば働

き方を変えるとなったときに、基準自体を例

えばウィズコロナの時代に合わせて、例えば

在宅勤務を取り入れるとか、そういうような

ところかな。 

（高祖委員） 

 今、本当にまさにおっしゃったところの在

宅勤務になったときの、その評価制度をどう

するかとか、あと社労士さんが無料で入って

くださるというのは、結構、就業規則自体が、

小さい企業なんかはちゃんと整っていない

ようなケースも多分あるんじゃないかと思

うんですね。 

 だから、本当にそういう企業に届くように

するというか、何かそういう企業が集まると

必ず来るところってどこかなと思って。例え

ば、税務申告時期のところにチラシを置いて

おくのか、何か帰りに必ずもらうとか。社労

士さんが無料で入ってくれるって、すごく多

分魅力的だと思うんです。社労士さんだって

雇ったり、でも、雇わなくても、チェックし

てくださいというだけでも結構お金がかか

っちゃうので。だから認定企業をもちろん増

やしたほうがいいんだけれども、どちらかと

いうと底上げも必要。だから、何か結構困っ

ているというか、ちゃんとやったほうがいい

よという企業に対して、こういうのがあるか

らぜひ使ってくださいと呼びかけたり。全体

のその働き方をよくしていくことが必要だ

と思います。あとは、コロナだから在宅が増

えたりとか、大手なんかは本当に転勤とか単

身赴任とかはもうやらないとか、在宅を基本

にして、どうしても行かなきゃいけないんだ

ったら、会社に出なきゃいけない理由を言い

なさいぐらいのことにしている企業も今出

てきているんです。だから、そうすると働き

方自体が変わるので、またその就業規則の考

え方とかをどう整理したらいいのかという

のが多分、社労士さんとかにも相談しながら

というところも、すごく必要になる。 

 だから、ちょうど今そういうニーズは多分

たくさんあるんじゃないかと思います。 

（石阪委員長） 

 １つは、だから数を増やすということもそ

うですけど、底上げと今お話がありましたけ

れども、クオリティを上げるというか、それ

ぞれの企業の。 

 それから、もう一つは、やっぱりコロナを

むしろある意味では逆手に取られて、どうや

ってこのメリットを生かしていくかという

ことですよね。働き方そのものを変えていく

というような方向に変えられるかどうか。 

（小川委員） 

 すみません。私もお話の中で気づいたんで

すけど、法人会では新しく会社を設立した方

に、新規会員さんに、説明会というのがある

んですよね。そういう中に来られて、この制

度を説明なさって、逆にずっと継続している

企業さんじゃなくて若い方、これから会社の

制度を整えようとされている方、そういうと

ころにつけたほうが、確率は高いかなと思い

ますよね。 

（石阪委員長） 

 確かに創業とか、創業支援と結びつけると

面白いかもしれないですね。これにご賛同い

ただいている方は、いろんな支援が受けられ

る。創業のときのね。 

（小川委員） 

 そうですね。 

（石阪委員長） 

 面白いですね。 

（小川委員） 

 足立成和さんやなんかも名乗りを上げて

いますでしょう。ですから、そういうのも含

めて、いろんな優遇策も知ることができるし、
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なおかつ、立てたばかりだから、制度をきち

っとしておけば、もっと大きくなったときに

楽だし、社員さんも募集しやすいしと、いろ

んなメリットが、若いオーナーさんに、若い

かどうか分かりませんが、新設されたばかり

の人たちは燃えているわけですから、いろん

なことに聞く耳、やる気を持っているわけで

すよね。そこに立ち会って、ご説明とかの機

会を持ったほうが、もっといいかなと思いま

す。 

（石阪委員長） 

 今これ、ターゲットはどちらかというとで

きている会社だから、既にある会社を回って

いるということですが、これはまた別の切り

口ですけど。 

（寺島課長） 

 そうですね。一口の新しい切り口かなと思

っていますので、参考にさせていただきたい

と思います。また小川委員ともご相談して、

そういう機会を与えていただければ、ぜひ。 

（小川委員） 

 ええ、うちのほうも、今はどうかですけれ

ども、今までは、そういうふうに新設さんの

会社さんの説明会がありましたので、そこに

ちょっとお時間を30分ほどとかというふう

な対応も、上に審議を求めればできるかなと

は思いますからね。 

（内藤委員） 

 質問ですけど、このヒアリングシートの

（３）のところにインセンティブの話があっ

て、応援サービスを利用しているとあるんで

すが、そのときにもしかしたら触れられたか

もしれないんですけど、令和元年度の応援サ

ービスガイドという足立区のを見ますと、結

構いろんな応援サービスがあるんですね。例

えば一部の区契約における業者選定での評

価は三ツ星で優遇しているといったところ

もあるんですが、これはどれぐらいの活用が

あるのか分かりますか。 

（寺島課長） 

 ちょっと今手元にございません。 

（石阪委員長） 

 応援サービス、星１つ２つ３つで、１つは

あまりないですね、実はね。３つになると。

上から見ていくと。 

（内藤委員） 

 ３つ目以降、３、４、５と。 

（明石係長） 

 例えばなんですけど、９番の男女参画プラ

ザ施設の無料貸出しというのは、年に四、五

回ぐらいのレベルなんですけれども、認定企

業さんの無料で貸し出し、なかなか会議のス

ペースって、今なかなか取れないので、無料

で貸し出しするスペースが提供されるとい

うことで、年に四、五回ほどなんですけれど

も、利用はいただいております。 

（石阪委員長） 

 あとはどうでしょう。例えば、よく利用さ

れ。 

（明石係長） 

 あと、契約過程については、ここに我々の

ほうで数字を持っているわけじゃないので、

正確な数字というのは分からないんですけ

れども、契約過程においての加点というのは、

結構、企業さんにとっては大きいというお声

は聞いております。 

（内藤委員） 

 多分、前回も申し上げたと思いますけれど

も、企業にとってメリットをかなり強調した

ほうがいいと思っていて、そういう意味では

３、４、５辺りの契約の加点というのは、特

にこれからやるかもしれないというのでし

たらぴっとして積極的に使っていただく。も

ちろんその区施設の無料貸出しというのも

いいんですけど、施設を使わないとか、あと

は多分、区施設なんてもともと空いていれば
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そんなに高くはないんじゃないかなとあっ

たりすると思うので、やっぱりその競争原則

の加点というのは大きいかなと思いました。 

 あと、前回にちょっとお話が出たと思いま

すけど、この分野別のヒアリングシートとい

うのは、今日は資料として入っていないんで

すか。 

（寺島課長） 

 すみません、各委員さんのお手元にはござ

いません。 

 委員長さんと副委員長さんには、お手元資

料にあります。 

（石阪委員長） 

 私の手元にあると。ちょっといいですか。 

（内藤委員） 

 各その５項目細分化した項目があるとい

うことですね。 

（石阪委員長） 

 今、手元にあるのを見ると、まず経営者の

取組、それから健康経営の取組、女性活躍推

進、そして仕事と育児の両立、仕事と介護の

両立、幾つか項目があります。職場環境整備。 

（内藤委員） 

 これについて、これ、提出資料に混ぜてい

るみたいなので、マルとかバツとか書くんで

しょうか。 

（石阪委員長） 

 これの使い方というのは、まず企業名を上

に書いて、企業の方に書いてもらうんですね。 

（明石係長） 

 これは最初、企業の方に申請書と一緒に、

自分の会社がどういう取組をしているか。 

（石阪委員長） 

 お手元には多分ないと思うんですけれど、

回しましょう。こういうのが多分配られるん

ですね、最初。 

（明石係長） 

 ご自分の企業がどういう取組をしている

かというのをそれぞれ書いてもらって、その

ヒアリングシートを基に職員が直接、会社に

訪問して、一つ一つヒアリングしていますね。 

（石阪委員長） 

 要するに面接シートみたいな感じですね。 

（明石係長） 

 そうです、面接シート。 

（内藤委員） 

 今、書いてあった紙の、今テキストが書い

てありますけど、あれは書いていない。 

（明石係長） 

 これは申請する段階で、企業さんには書い

ていただく。 

（内藤委員） 

 じゃ、それを書いた後の例ですね。 

（明石係長） 

 そうです。 

（寺島課長） 

 ここは書いてあって、どういうことをやっ

ていますかというのを、この記入欄に書いて

もらう。 

（内藤委員） 

 それを具体化したものとして書いてある

んですね。なるほど。上の黒丸のところに必

須と書いてあったので、それだけは必ず何か

やっていけないと。 

（明石係長） 

 そうです。 

（石阪委員長） 

 そこは何かしら書かないと駄目というこ

とですね。 

（内藤委員） 

 それ以下は、それに関する取組を書き込む

と。 

（明石係長） 

 全体で書く項目、六、七割は超えていない

と、その分野別認定はできないという形にな

っております。 
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（内藤委員） 

 でも、その項目はちょっと重要だと思った

んで、もし次回。 

（明石係長） 

 はい。ちょっと今では…… 

（内藤委員） 

 いや、次回でいいです。あるいは、ちょっ

とネットにあるかなと思ったら探せなかっ

たんで、ないんですかね。 

（明石係長） 

 ネットには出ていないです。 

（内藤委員） 

 はい、分かりました。次回でいいので。 

（明石係長） 

 はい。 

（石阪委員長） 

 恐らくこれは追加することも可能だと思

うんですよね。例えば今後新しいいろんなこ

とが出てくれば、どんどん追加していく。 

（内藤委員） 

 労働者個人の働き方を働きやすい形、労働

時間短縮というのも、もちろん男女共同参画

について、女性労働者もプラスですけど、や

っぱり前回申し上げたように、男性の働き方

が異常なので、それを緩和するような、今後

のというのも、この委員会からは１つ何か、

多分ワーク・ライフ・バランス事業とは別の

観点ですけど、あってもいいのかなと思って、

その項目をちょっと拝見できればなと思い

ました。 

（石阪委員長） 

 では、また別の機会、次回でも構わないの

で、皆さんで共有できるような形で、資料配

付をまたお願いできればと思います。 

（明石係長） 

 はい。 

（高祖委員） 

 今のにちょっとつなげてというか、ワー

ク・ライフ・バランス推進応援サービス一覧

というところで、今、内藤委員が言ってくだ

さったこともなんですけれども、やっぱりさ

っきの12番、専門家派遣、社労士で年度内30

万まで、中小企業診断士も１社につき５回ま

での派遣。ここと、あとそのもう１個上、11

番、出前講座の講師派遣って、やっぱり従業

員向けの研修って結構お金がかかるという

か、講師料とかいろいろかかると思うので、

だからそれが本当に無料だったりとか、上限

はあるけれども、ある程度無料で受けられま

すよというのをもっと前面に出すと、本当に

小さい企業なんかは、やってほしいと思うん

ですよ。知らなくて使わないともったいない

というか。 

（石阪委員長） 

 それこそ保田さんもそうでしたね。最初、

派遣されて、コンサルみたいな形で入ってき

ていただく。これはかなり僕はメリットだと

思うんですけど。 

（高祖委員） 

 そうですよね。前面に出して、何かぜひＰ

Ｒしていただけるといいんじゃないかと思

いました。 

（石阪委員長） 

 あとは、これはＰＲの方法だと思うんです

けど、実際に、これ認定はされました。いろ

んなメリットも受けられるんですけど、これ

を見て、どんどんこういった企業を増やして

いくとなったときに、今こういうチラシもそ

うですけど、こんな冊子もそうですし、ホー

ムページでも紹介されているんですよね、こ

れね。 

（寺島課長） 

 はい。 

（石阪委員長） 

 そういうやり方があるんですけど、実際な

かなかそこまで広まっていないというとい
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うのがあるので、これなんかもったいないよ

うな気がするんですよね。こういった制度も

そうですし、企業のＰＲにつながると。それ

が採用であったり企業の業績にも本当はつ

ながっていけばいいと思うんですけれど、そ

こをどうするかというところもあると思う

んですよね。ですので、まずはこの基準、こ

ういうことがもしあったらいいんじゃない

かということが、今のこのコロナの時期なん

て、お金の問題がかなり大きいから、例えば

融資であったりとか、そういうものが受けら

れると非常にニーズは高まると思うんです

よね。 

 ただ、今のところは、これでいうと足立成

和とかと連携しているんでしたっけ。 

（寺島課長） 

 １番のところですね。成和信金と連携して、

優遇金利でやっていただいています。 

（石阪委員長） 

 だからここが0.25の引下げということで、

これなんか企業としては、売上げが厳しいと

いうことであれば大きいのかなという気も

しますし、あとはいかがでしょうかね。さっ

き言ったように専門家の派遣とか、経営診断

までやっていただけるんでしたら、かなり大

きい援助になると思います。 

（高祖委員） 

 あと前回の会議だったかな、マザーズハロ

ーワークさんとかで、この企業はワーク・ラ

イフ・バランスいいですよと言うと…… 

（石阪委員長） 

 何か言っていましたね。ワーク・ライフ・

バランス認定企業なんだという。 

（高祖委員） 

 やっぱりその応募する方もね。 

（石阪委員長） 

 応募する側からすると。 

（高祖委員） 

 はい、ハローワークともちょっと連携して

いただいたりとか、そういうお口添えいただ

いたりとか。やっぱり優秀な人材が来るとい

うのは、すごく企業にとってもうれしいこと

だと思います。 

（石阪委員長） 

 そうですね。 

 あといかがでしょうか、何か皆さんのご意

見。 

（猪野委員） 

 この募集要項というのは、今いただいたの

を、これをそのままお渡ししているものなん

ですか。これは新規募集要項と応援サービス

一覧というのを。 

（寺島課長） 

 このままですね。 

（猪野委員） 

 ですね。何か、まずこれをさっきのパンフ

レットみたいに、もう少し見やすく、入りや

すいように、両面、ペラの２つ折りでもいい

と思うんですけど、何かもうちょっとこの、

あんまり文書、文書じゃ…… 

（石阪委員長） 

 募集要項は、ちなみにどういうところに配

付をされているんですか。 

（猪野委員） 

 この配布先一覧とかに配布されていると

いうことでしょうね。 

（明石係長） 

 実際のチラシとかリーフレットをご覧に

なって、詳しいことを知りたいという方に関

しては要綱をとりよせていただく。 

（石阪委員長） 

 窓口に取りに行くんですね、これは恐らく。 

（明石係長） 

 郵送でもお送りしております。 

（石阪委員長） 

 郵送か。そういうことですよね。これ自体
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がＰＲ資料というよりは、これは申請書類み

たいなイメージですね。 

（寺島課長） 

 はい。 

（内藤委員） 

 ＰＲ資料はリーフレットがある。 

（猪野委員） 

 あります。 

（寺島課長） 

 チラシとリーフレットがあります。 

（内藤委員） 

 それは結構その応援サービスを前面に出

して。 

（猪野委員） 

 出しています。 

（石阪委員長） 

 これは、だから、そうですね。 

（内藤委員） 

 専門家派遣について、ばーんと。 

（猪野委員） 

 そうですよね。やっぱり、それを出したほ

うがいいですね。 

（内藤委員） 

 リーフレットを見るかという。 

（石阪委員長） 

 そう、そこです。 

（内藤委員） 

 ということです。やっぱり興味を持ってい

る人たちがというような。 

（寺島課長） 

 興味持ってもらったら、ちょっと読み込ん

でもらって、じゃ、という形になる。 

（猪野委員） 

 そうですよね。足立区、やっぱりここにさ

っきもありましたけど、幼稚園とか保育園と

か、就職する人が少なくなっている業種に、

ワーク・ライフ・バランスを取ってもらって、

新卒の人とか、近くに住む方が働きやすいみ

たいにしていくと、足立区にはいいんじゃな

いかと思うんですけど、そうすると育児と仕

事、介護と仕事が両立して成立するというと

ころを、足立区全体が何かそういうモットー

でやっていったらいいんじゃないかなと思

うんですよね。 

 ワーク・ライフ・バランスとか、よくなっ

ていけば、例えばお給料も少し上げていける

ようになればベストだと思いますし。 

（石阪委員長） 

 これを見ると介護とか、それから保育園が

多いですけど、これは何か戦略的に回ってい

るとか、配付しているということがあるんで

すか。 

（寺島課長） 

 いや、特段そういったことではありません。 

（石阪委員長） 

 やっているわけではなくて。 

（寺島課長） 

 ないです。やっぱり応募される企業さんの

側から、なかなか人材が集まらない中で、同

業者さんとその差をつける意味では、やっぱ

りこれは有効だというふうに判断してやっ

ているかなと思います。 

（猪野委員） 

 そうですよね。これでワーク・ライフ・バ

ランス認定企業になれば、今度ハローワーク

のほうとかとも連携して、あっせんも何かつ

ながれるみたくなったらいいと思いますね。 

（石阪委員長） 

 そういうことですね。 

（寺島課長） 

 求人票のほうに足立区の認定企業ですと

書けますので、当社は認定企業ですというの

は書けますので。 

（石阪委員長） 

 いかがでしょうか。ほか、何か今日聞いて

おきたいこと。またこれについては細かなと
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ころは次回以降、皆さんからいろいろコメン

トをいただきたいと思うんですけれど、今日

は担当課への質問ということですので、もし

何かあれば。 

 よろしいですか。 

（内藤委員） 

 １点目のほうでも、今ワーク・ライフ・バ

ランス、もうちょっとやったほうがいい。 

（石阪委員長） 

 １点目。ちょっと待ってください。 

 ワーク・ライフ・バランス、どうでしょう。

いいかな。取りあえずはよろしいですか、質

問。 

（猪野委員） 

 さっきのリーフレットというのはホーム

ページかなんかで見れるんですか。 

（石阪委員長） 

 前回、何か配ったんですよね。 

（猪野委員） 

 これにこれも載っているんでしたか。 

（寺島課長） 

 それのもっとペラっとしたリーフレット

があると。 

（猪野委員） 

 これですよね、はい。 

（寺島課長） 

 はい、そうです。ちょっと今、ご用意しま

すので。 

（亀田委員） 

 すみません、ありがとうございます。これ

３年に１回更新って、前も聞いたかもしれな

いですけど、更新、ずっと10年間とかされて

いるわけですよね、３年ごとに。 

（寺島課長） 

 はい。 

（亀田委員） 

 落ちるというか、やっぱり駄目でしたとい

う企業さんも結構いらっしゃるんですか。 

（寺島課長） 

 はい。これ、今回、制度切替えで３年ごと

にしました。今までこれは、毎年だったんで

すよ。基本的には毎年毎年更新していただい

てというところで。まれにですけど、やっぱ

り更新しないというところもあったりしま

すけど、基本的には皆さん更新されてますね。 

（亀田委員） 

 この優良企業さんというか、すごい社員の

ことも考えて、会社のことも考えてやってい

らっしゃる企業さんばかりだと思うんです

けど、やっぱりこの何年かの間に会社がなく

なっちゃうというか、そういう企業さんもあ

るから、減っていくこともあるということで

すか。 

（寺島課長） 

 今のところ、会社がなくなっちゃって更新

できない例はないですね。 

（亀田委員） 

 そうなんですね。じゃ、やっぱり優秀、優

良な企業様という。 

（寺島課長） 

 基本的には、はい、継続していただいてい

るとは思います。 

（亀田委員） 

 ありがとうございます。 

（猪野委員） 

 最近、ステッカーばやりだから、ステッカ

ーとか、何か目立つのを貼ればちょっといい。 

（片野委員） 

 それ更新するときに、例えば申請します。

審査します。落ちましたということもあるな

と。 

（寺島課長） 

 今までできていたものができなくなれば、

当然落ちることは、可能性としてはあります。 

（片野委員） 

 それはただ経営者側の申請だけじゃなく
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て、客観的に見て、これはもう今ワーク・ラ

イフ・バランスないなというふうには、状況

と分かるんですか。 

（寺島課長） 

 なので基本的に審査は、最初は入口のとこ

ろでかなりしっかり審査していただいてい

ますので、そこが基本的に継続していれば、

落ちるはずはないです。 

（片野委員） 

 という話ですね。例えば経営者が変わった

りすると、よく会社が変わったりするじゃな

いですか。 

（石阪委員長） 

 恐らく更新は、そこまで厳しくないと思う

んですよね。新規のときは相当見ると思いま

すけど、方針が変わっていなければ継続って、

恐らくそんな感じです。 

（寺島課長） 

 そうですね。 

（石阪委員長） 

 あとは先方から辞退するというのはある

かもしれないです。 

（寺島課長） 

 それもありますね。今回はもう更新しませ

んと。 

（片野委員） 

 ワーク・ライフ・バランスに認定されてい

る企業だと思って入ってみたら、実は全然違

ったということはないのかなと。 

（石阪委員長） 

 そういう苦情みたいなのはないですよね。

実態とは違ったという。 

（寺島課長） 

 実際、１件ぐらいそういうのはあったんで

す。社員の方から、このワーク・ライフ・バ

ランスだと思って入ったのに、この企業はこ

んな企業でしたみたいなのがあったりとか

したということはあります。 

（片野委員） 

 その場合はどうするんですか。 

（寺島課長） 

 その経営者と話をしたりとかしましたけ

ど、最終的には辞退されました。 

（片野委員） 

 やっぱり。 

（石阪委員長） 

 恐らくそうです、次の更新に多分引っかか

ってくる。 

（内藤委員） 

 国の制度でありますよ。そういう苦情は。

認定企業なのに、制度上は整っているけど、

運用上で要するに認定労働者の差別が横行

しているところがあるとか、仕事と役務と全

然運用は違うんじゃないかということで、そ

の認定はいかがなものかという苦情はあり

ましたね。でも、そこについては制度上整っ

ていれば、基本的には認定取消しというのは

ならないという。限界がありますよね。 

（石阪委員長） 

 恐らく個人の気持ちや感情はいろいろあ

ると思うんですけれども。 

（内藤委員） 

 でも、お話で変えているというのはいいで

すね。 

（石阪委員長） 

 ほか、どうでしょう。ご質問。よろしいで

すか、こちら。 

 これについては継続で、また次回以降も審

議はしますので、気づいた点、今日いろいろ

ご覧になってあった場合、また来週以降ご発

言いただければと思います。 

 内藤さん、前に戻ってですね。 

（内藤委員） 

 はい。女性に対する暴力のところで、担当

課に対する質問じゃなかったんで、ちょっと

そのときに言わなかったんですけど、ＤＶも
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女性に対する暴力の１つの形であるなとい

うことで、さっき保田さんから、企業として

どういうことができるかみたいなお話があ

ったと思うんですけど、女性に対する暴力を

なくす運動というのは国としてもやってい

て、例えばパープルリボンとか、そういう運

動に企業も賛成して、いろんなパープルのも

のをつけたりとか、ライトアップしたりとか、

そういうことをやっている組織もあるかと

思います。そういう形で社会に対して、１つ

の企業も社会の存在ですから、企業が社会に

対してと、あと労働者に対して啓発するとい

う役割が果たせるかなと思ったのと、あとも

う一つ思い出したのが、昨年、2019年に、国

連の国際労働機関、ＩＬＯで暴力とハラスメ

ントの条約が採択されたんですけど、その中

で、これは基本的に働く場のハラスメント、

暴力をなくすということの条約で、日本も今

後、批准に向けて動いていくんですけど、そ

の中でＤＶ被害者保護というのが１つ項目

に入っているんです。 

 これに対して何らかの措置を取ることを

国として何か書いていただく、法律のなどに。

法施策に落とし込むということが１つの課

題になっていて、もちろん今でも先行してそ

の組織や労働組合がＤＶ被害者保護、自分の

ところの労働者がＤＶ被害者だったら、普通

に働かせていたら加害者が来ちゃうし、だか

ら一定程度避難させて、その間は休職させる

とか、いろんな保護が、例えばその支援は本

来は行政がやるべきかもしれないけど、企業

として知り得たところの支援を教えてあげ

たりとか、直接的なその給料とか手当とか、

そういう形があると思うんですね。国として、

今後その方向になっていくと思うんですけ

ど、先行して企業がやるということも可能だ

と思うので、社会の１つの組織としてやり得

ることはあるんだろうなと、ちょっと気づき

ました。 

（石阪委員長） 

 今回のこの企業の中にもハラスメントと

かあるんですけれど、これは任意ですよね、

あくまでね。黒丸がついていないという。 

（寺島課長） 

 そうですね。任意といえば、そうです。必

須項目ではないという。 

（石阪委員長） 

 これも、例えば必須が１つで、残りが任意

ではなくて、例えば推奨みたいのがあっても

いいと思うんですね。三角でもいいですけど、

こういうのもあるとより、区としてはこうい

うことをむしろ推奨していますよというよ

うな項目を入れて、そこに記入欄が書いてあ

ったりすると、より加点されるというか、評

価が上がるというような。これだと１番だけ

ですね。基本ね、これ全部。 

（寺島課長） 

 そうですね、１番だけ。 

（石阪委員長） 

 １番のみ、１つになっていますね。 

（寺島課長） 

 ないし、１番、２番。 

（石阪委員長） 

 ２番もありますね。 

（内藤委員） 

 職場環境の整備という視点で、あまりワー

ク・ライフ・バランスという観点が分からな

いですけど、ハラスメントが法制化されたと

いうことを受けて考えると、必須でもいいの

かなという気になって。 

（石阪委員長） 

 必須か推奨みたい、あるいは、かなり区と

して意識していますということが分かるよ

うな、グラデーションがちょっとあってもい

いのかなというのはある。 

（内藤委員） 
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 あとは、その３つ目の女性活躍推進の取組

の中に、社会における女性に対する暴力がま

だ横行しているということを念頭に何らか

の制約をするとか、そういったことも考えて

もいいかもしれないですね。こちらの委員会

の視点としてはです。 

（石阪委員長） 

 そうですね。ですので、中身をまたご覧に

なって、この辺をもうちょっときちっと重視

したほうがいいんじゃないかというところ

があれば、ぜひまたご発言いただければと思

います。 

 それでは、時間も４時になりましたので、

今日はヒアリングということですから、最終

的にはこれは最後の会までに年次報告書を

作成しなければいけないので、また皆さんか

ら、この主に２点について、ご意見を伺うと

いうことになると思いますので、また持ち帰

っていただいて、意見として報告書に盛り込

む内容を、また精査していきたいと思います。 

 

４ 次回（１０／２６）議事内容について 

  （１）重要課題に関する自由討議・意見

交換 

  （２）年次報告書作成に向けた提言 

（石阪委員長） 

 それでは、事項書でいうと、３、４はこれ

やりましたので、４番目が次回ですね。10月

26日、この話の継続ですね。そして、年次報

告書に向けた提言を行う。 

 

５ 事務連絡 

（石阪委員長） 

 ５番目、事務連絡ですけども、お願いしま

す。 

（明石係長） 

 昨年度は、この第３回で我々、男女参画プ

ラザの委託講座の上半期評価というのを委

員の皆さんでやっていただいていたんです

けれども、今年度コロナウイルスの関係で、

まだここに、９月に至るまで４回しか講座を

進めていないんですね。 

（石阪委員長） 

 前半が駄目だったんですね。できなかった

んですね。 

（明石係長） 

 ４月から７月前半が全然開催できなくて、

全19回を予定していたんですけど、そのうち

４回を評価していただいても参考にあまり

ならないので、１か月ずらして、次回の10月

26日のときに、評価の評定後のお話をしたい

と思いますので、あらかじめご了承いただけ

ればと思います。 

 以上です。 

（石阪委員長） 

 委員の皆さんから、何かありますか。よろ

しいですか。 

 それでは、本日の会議ですけど、これで終

了です。長時間にわたり、どうもありがとう

ございました。 


